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1. 背景・目的 

1.1. 背景 

地域医療情報連携ネットワーク（以下「地連 NW」という。）については、これまで地域医療

再生基金及び地域医療介護総合確保基金（以下「基金」という。）を活用し、各地域の状況に合

わせて整備が進められ、2024 年度の調査時点では 280 の地連 NW が存在1している。その一方

で、埼玉県利根保健医療圏の「とねっと（平成 23 年度運用開始）」や岡山県「晴れやかネット

（平成 23 年度運用開始）」等、長年継続して運営され地域医療に貢献してきた地連 NW が相次

いで運用を終了する等、地連 NW を継続して運営することが容易ではないことが表面化してき

ている。また、全国規模での地連 NW に対する継続的なアンケート調査2や、特定地連 NW の協

議会に対するヒアリング調査3は数多く行われてきた一方で、地連 NW を活用している医療機

関・介護施設等の利用現場への実態調査の事例は多くない。 

国においては、令和 5 年 6 月 2 日に「医療 DX の推進に関する工程表」が策定され、同工程

表では既に整備が進められているオンライン資格確認等システムの拡充によって、全国医療情

報プラットフォーム（以下「全国 PF」という。）の創設を実現することとされている。全国 PF

では、レセプト情報から抽出した薬剤情報及び診療情報や特定健診等情報に加え、電子カルテ情

報、予防接種情報及び介護情報等を共有可能とするプラットフォームを構築することとされて

いる。このうち、電子カルテ情報の共有については、電子カルテ情報の一部ではあるが、全国的

に閲覧・共有を可能とするための基盤として、電子カルテ情報共有サービス（以下「電カル共有」

という。）の構築が進められている。 

今後、全国 PF の創設が進展する中で、地連 NW の在り方については、第 22 回及び第 23 回

健康・医療・介護情報利活用ワーキンググループにおいて、「全国 PF とどのような棲み分けに

するのか」「全国 PF に対し、地連 NW でなければ果たし得ない機能は何か」といった点や、

「地連 NW の取組が活発な地域とそうでない地域の状況の可視化に繋がる情報提供はできない

 

1 日本医師会総合政策研究機構「ICT を利用した全国地域医療情報連携ネットワークの概況

（2024 年度版）」 

2 日本医師会総合政策研究機構「ICT を利用した全国地域医療情報連携ネットワークの概況

（2023 年度版）」 

3 総務省「医療等分野のネットワーク利活用モデル構築にかかる調査研究（令和元年度）」 
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か」「取組が進んでいる地域では何がどの程度実現されており、そうでない地域では何が実現で

きておらず、その要因は何か」といった点について指摘がなされている。 

これらの指摘を踏まえ、地連 NW の現在の利活用状況や財務状況等を的確に把握するととも

に、全国 PF との関係性を整理し、両者の役割分担の在り方について検討していくことが求めら

れている。 

1.2. 目的 

今後、地連 NW と全国 PF との棲み分けについて検討を進めるに当たっては、まず地連ＮＷ

の現状と今後の継続性にかかる情報収集・分析が必要となる。そのため、稼働中の地連 NW 及

び稼働を終了した地連 NW を対象に、利活用状況や財務状況等に係る情報を収集・分析するこ

とを一つ目の目的とした。 

次に、電カル共有と地連 NW の効率的なシステム連携を図る観点から、地連 NW と電カル共

有をシステム的に連携させる可能性があるかについても確認、検討を行うため、地連 NW と電

カル共有とのシステム連携に対する期待及び課題を把握することを二つ目の目的とした。 

最後に、これまで基金から地連 NW の構築に対する拠出が行われてきたため、基金の拠出時

の地連 NW 評価に資する情報を整理することを三つ目の目的とした。 
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2. 調査方法 

地連 NW は、医療機関等の間を通信回線でつなぎ、医療機関等の保有する患者・住民の医療・

健康等の情報を、異なる医療機関等で共有することを可能とする医療情報連携基盤4（EHR：

Electronic Health Record、もしくは HIE：Health Information Exchange）を指す場面と、その基

盤の運用方針等を地域ごとに協議する組織を指す場面の両方が存在する。本調査においては「地

連 NW」は両者を包含するものとして場面によって使い分けることとしつつ、明示的に後者を指

す場合は「協議会」と呼称する。 

 

2.1. 地連 NW に対する調査方法 

2.1.1. 調査対象の選定 

地連 NW を対象とした調査に当たっては、先行選定及び本選定の二段階による選定とした。 

まず、地連 NW の調査開始に当たっては、比較的簡易な条件に基づき調査対象の地連 NW を

先行選定し、迅速に調査を開始することとした。これにより、調査全体に関する仮説の整理を行

うとともに、ヒアリング結果を踏まえた調査方針の軌道修正を図ることを目的とした。また、既

に稼働を終了した地連 NW については、担当者との連絡が可能であることや、当時の運用状況

を把握できること等の情報へのアクセス性を最優先とし、稼働終了からの期間が比較的短く、コ

ミュニケーションを取りやすい地連 NW を選定することとした。 

稼働中の地連 NW を対象とした本選定においては、全国の地連 NW を対象に「財務諸表の有

無」、「サービス利用料金等による収入の有無」、「パッケージ事業者（以下、「PKG 事業者」

という。）が重複しないこと」、「位置する都道府県が重複しないこと」等の条件を設定し、抽

出を行った。 

上記選定により、本調査では下記の計 7 地連 NW を調査対象とした（図 2.1-1）。 

 

4 総務省平成 29 年版情報通信白書 
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図 2.1-1 調査対象の地連 NW 

 

2.1.2. 調査観点及び調査方法 

本調査では、地連ＮＷの現状と今後の継続性を把握するため「財務状況」及び「利用状況」を

調査観点とするとともに、地連 NW の活用現場での実態に即した「導入効果」、また基金の拠

出に資する情報整理を念頭に置いた「医療計画（基金事業計画含む）」を調査観点に設定し、特

に、「財務状況」及び「利用状況」については可能な限り定量的な情報に基づく分析を行うこと

とした。 

財務状況については、協議会の財務諸表（活動計算書や貸借対照表等）を対象として、財務基

盤の安定性に関する分析を行った。これまで、システムの構築費、運用保守費及び更新費に係る

調査は多く実施されてきた一方で、地連 NW の運用に関わるステークホルダ間の契約関係やキ

ャッシュの流れを整理した調査は多くない。そこで、後述するサービス提供ベンダへのヒアリン

グと併せて、契約関係及びキャッシュの流れを整理し、財務基盤の安定性に影響を及ぼし得るリ

スク要因について調査を行った。 

利用状況については、地連 NW のシステムから出力されるアクセスログを分析対象とした。

なお、アクセスログについては、個人情報保護の観点から、生データの受領は行わず、協議会な

いしシステムベンダにおいて集計された集計表の形式で受領することとした。アクセスログ集

計表は、「JAHIS 地域医療連携の評価指標に関するガイド Ver.1.0（以下「JAHIS ガイド）とい

う。）」に示されている指標を中心に設定し、地連 NW 全体に係る全体集計表に加え、機能や

データ等の切り口ごとに集計した個別集計表の提供を依頼した。 

全体集計表については、各協議会に JAHIS ガイドにも示される以下①～⑤の指標の集計・提

供を依頼し、⑥～⑨は提供された①～⑤の集計結果をもとに算出を行った。 
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① 登録施設5数：地域医療連携ネットワークに参加している施設数 

② 登録患者数：地域医療連携ネットワークに登録している患者数 

③ 月間アクティブ患者数：一定期間（1 か月）に閲覧された患者数 

④ 月間アクティブユーザ数：一定期間（１か月）に利用したユーザ（医療従事者等）数 

⑤ 月間アクティブ施設数：一定期間（１か月）に利用した施設数 

⑥ 住民網羅率：登録患者数 ÷ 対象地域の人口 

⑦ 人口 10 万人あたりの月間アクティブ患者数：アクティブ患者数 ÷（対象地域の人口 ÷ 

10 万人） 

⑧ 人口 10 万人あたりの月間アクティブユーザ数数：アクティブユーザ数 ÷ （対象地域の

人口 ÷ 10 万人） 

⑨ 月間アクティブ施設率：月間アクティブ施設数 ÷ 参加施設数 ×100 

 

個別集計表においては、JAHIS ガイドに示される「アクティブ延べ患者数」を中心的な指標と

した（図 2.1-2）。その他に使われる指標としてアクセス件数が存在するが、これは一つの画面

を開くごとに件数が計上される指標であり、地連 NW の画面構成の違い等によって計上のされ

やすさが異なり、同一の基準で評価することが困難であることが挙げられる。また、導入施設に

おいて、「診療にどの程度活用されているか」を感覚的にも把握しやすくすることも踏まえ、患

者数を指標として設定している。さらに、延べ数とした理由は、ひと月に一度患者情報が参照さ

れるシステムと、ひと月に複数回患者情報が参照されるシステムとでは活用度合いが異なるこ

とを考慮したものである。このように、「延べ」患者数を指標とすることで、利用頻度を含めた

導入効果を加味した分析を行うこととした。（図 2.1-2） 

 

5 JAHIS ガイド上、「『医療機関』数」と示されている箇所が複数あるが、本調査対象の地

連 NW 参加機関には医療機関だけでなく訪問看護ステーションや介護事業所等も存在すること

から、「『施設』数」と表記しており、JAHIS ガイドに示される用語はいずれも医療機関に限

定しない表現としている。 
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図 2.1-2 延べ人数の考え方及び指標の算出イメージ 

導入効果については、これまでの調査では協議会へのアンケート調査やヒアリングが中心で

あり、実際の利用現場を対象とした調査は限定的であった。このため、特に利用現場における情

報が重要となる導入効果については、地連 NW 参加施設を対象とした現場ヒアリングを中心に

実施することとした。 

医療計画の観点については、都道府県が策定する医療計画に加え、基金における都道府県計画

（以下「基金事業計画」という。）を調査対象とした。 

地連 NW ごとの特色や特徴的な取組を重点的に深掘り観点とし、ヒアリングにおける主な聞

き取り事項とした。なお、調査期間等の制約により、ふじのくにバーチャル・メガ・ホスピタル

（以下「ふじのくにねっと」という。）ついてはヒアリングを実施しない整理とした。 

 

2.2. サービス提供ベンダに対する調査方法 

2.2.1. 調査対象の選定 

本調査では、地連 NW に関わるシステムベンダを、PKG 事業者と地連 NW 事業者の二つに

分類した（図 2.2-1）。PKG 事業者は、診療情報の連携機能等を有する情報連携基盤を、医療機

関等もしくは協議会に提供する事業者を指し、地連 NW 事業者は、異なる PKG 事業者の基盤間

の接続、各パッケージ製品のビューワへのアクセス、テレビ会議システム等への接続を行うポー

タルシステムの運用・保守、及び協議会に対するコンサルティングを担う事業者を指す。 

PKG 事業者としては、地連 NW の主要な製品である Human Bridge を提供する富士通 Japan

株式会社（以下、富士通 Japan という。）及び、同じく主要な製品である ID-Link を提供する株

式会社エスイーシー（以下、SEC という。）を選定した。また、全国の地連 NW において地連

NW 事業者としての役割を担っている事業者として、株式会社 NTT データ中国（以下、NTTD

中国という。）を選定した。 
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図 2.2-1 PKG 事業者及び地連 NW 事業者の所管範囲（一例） 

2.2.2. 調査観点及び調査方法 

調査観点については、まず現状に関する事実確認として、システム構成、運用上の課題及びキ

ャッシュの流れを対象に情報整理を行った。これはシステムベンダの目線で地連 NW の現状を

把握し、後述する地連 NW の財務状況を明らかにするとともに、電カル共有との連携に向けた

課題の抽出に当たっての前提となる情報を整理するためである。 

次に、電カル共有と連携することを想定した場合における連携パターンの整理（図 2.2-2）及

び、それに伴い生じ得る想定課題の整理を行った。なお、クラウド間連携にあたっての課題等に

ついては厚生労働省内別事業にて検討されていることから、地連 NW のデータセンタがクラウ

ド間連携により電カル共有に接続する範囲の課題整理は本調査では対象外とした。 

 

図 2.2-2 電カル共有と連携することを想定した場合における連携パターン 
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調査方法については、3 社を対象としたヒアリング調査とした。富士通 Japan に対しては、医

療機関等内のシステム及び地連 NW パッケージに関連する事項を中心にヒアリングを実施した。

また、NTTD 中国に対しては、パッケージをまたいだ地連 NW 全体の基盤に関する事項及び運

用に係る課題（協議会からの QA 対応を通じて蓄積された情報）を中心にヒアリングを実施し

た。また、SEC に対しては、PKG 事業者のビジネスモデル及び同意取得・名寄せに係る運用に

関する事項を中心にヒアリングを実施した（図 2.2-3）。 

 

図 2.2-3 サービス提供ベンダに対するヒアリングの概要 
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3. 調査結果 

3.1. 地連 NW に対する調査結果 

「2.1.1 調査対象の選定」にて選定した地連 NW の基本情報を示す（図 3.1-1）。また、各地

連 NW において、本調査で収集した主な情報を整理した（図 3.1-2）。以下の節において、各地

連 NW に関する調査結果を示す。なお、構築・運用されているシステムで収集・管理されてい

るデータは差異があり、また限定された調査期間での協力対応にともなう協議会の作業負荷等

により、収集できた情報には地連 NW ごとに差異がある。 

 

図 3.1-1 調査対象地連 NW の基本情報 
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図 3.1-2 調査対象地連 NW における主な収集情報 

3.1.1. ちょうかいネット 

3.1.1.1. 基本情報  

庄内医療情報ネットワーク（以下「ちょうかいネット」という。）は、山形県の庄内二次保健

医療圏を対象とした地連 NW であり、医療機関等間の診療情報連携においては ID-Link を導入

している（図 3.1-3）。また、ちょうかいネットとは別に、多職種連携を目的としたシステムで

ある Team6を導入している。 

 

6 株式会社アルムの提供する多職種連携システム（https://www.allm.net/team/） 

https://www.allm.net/team/
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図 3.1-3 ちょうかいネットの概要 

ちょうかいネットにおいては、患者情報、入退院情報、処方、注射、検体検査、放射線レポー

ト及び画像等の情報共有を行っている。あわせて、医師記載（2 号用紙）についても、開示施設

5 施設すべてが開示を行っている（図 3.1-4）。 

 

図 3.1-4 情報開示施設の公開情報一覧 
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情報開示施設においては、利用料として年額 30 万円から 120 万円7を、また、5 年に 1 度のサ

ーバ更新費として 500 万円（年額換算で 100 万円）8を PKG 事業者に支払っている。一方、閲

覧施設においては、費用負担は発生していない。 

また、登録施設数（参加中）については、平成 22 年度には 18 施設であったが、令和 7 年度

（令和 7 年 12 月時点）には 279 施設へと増加している。登録患者数（累計）については、平成

22 年度に 141 名であったものが、令和 7 年度（令和 8 年 2 月時点）には 77,578 名へと増加し

ている。（図 3.1-5）。 

 

図 3.1-5 「登録施設数」及び「登録患者数」の年次推移 

3.1.1.2. 利用状況  

住民網羅率は 29.1％、人口 10 万人当たりの月間アクティブ患者数は 921 人、人口 10 万人当

たりの月間アクティブユーザ数は 236 人、月間アクティブ施設率は 41.8％という結果が得られ

た（図 3.1-6）。また、施設種別ごとの登録施設数は、病院が 12 施設、診療所が 82 施設であっ

た（図 3.1-7）。 

 

7 NEC 社の HP（https://jpn.nec.com/medical_healthcare/solution/id-link/index.html）に基

づく 

8 ちょうかいネットの参加施設へのヒアリング結果に基づく 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

登録施設数（参加中）※1 18 112 133 146 184 197 203 191

登録患者数（累計）※2 141 2,222 6,482 11,315 15,799 20,817 26,619 32,401

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

登録施設数（参加中）※1 210 242 238 243 252 263 275 279 ※3

登録患者数（累計）※2 37,981 43,789 49,337 55,131 60,650 66,457 72,460 77,578 ※4

※1 出典：ちょうかいネット提供資料
※2 出典：ちょうかいネットHP　月別登録患者数
※3 脚注：令和7年度の「登録施設数（参加中）」は令和7年12月までの値
※4 脚注：令和7年度の「登録患者数（累計）」は令和8年2月までの値
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図 3.1-6 利用状況の評価項目 

 

図 3.1-7 利用状況の評価項目（施設種別による集計） 

アクセス件数の観点では、医師及び看護師に次いで、介護支援専門員による利用が多い結果と

なった（図 3.1-8、図 3.1-9）。 
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図 3.1-8 職種別年間アクセス件数 

 

図 3.1-9 職種別年間アクセス件数（医師、看護師、介護支援専門員） 

また、施設種別ごとに月間アクティブ延べ患者数区分別の年間延べ施設数を算出した。算出に

あたっては、2025 年 1 月から 12 月までの各月について、各施設の月間アクティブ延べ患者数

を所定の区分（20 名単位）に分類し、当該区分に該当する施設数を施設種別ごとに集計した。

なお、施設数は年間の延べ数として算出しているため、同一施設であっても各月ごとに計上して

いる。結果として、病院については、月間アクティブ延べ患者数が 0 である施設が 114 施設と

最も多く、次いで、月間アクティブ延べ患者数が 1 以上 20 以下である施設が 20 施設となって

いることが確認された。また、診療所及び介護事業所においても、病院と同様に、月間アクティ

ブ延べ患者数が 0 である施設が最も多く、次いで、月間アクティブ延べ患者数が 1 以上 20 以下

である施設が多い傾向が認められた。一方、訪問看護施設については、月間アクティブ延べ患者

数が 1 以上 20 以下である施設が 73 施設と最も多い結果となっている（図 3.1-10）。 

職種 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

医師※1 3,311 8,740 11,965 15,982 17,786 22,297 26,747 27,140 30,216 32,795 34,420 33,428 40,671 42,081

看護師※1 848 1,238 1,568 2,732 3,417 5,565 7,252 11,162 16,753 21,203 23,722 28,062 32,725 38,905

介護支援専門員※1 - - 132 215 1,371 1,466 1,806 4,034 6,307 7,185 7,937 10,554 12,095 14,104
※1 出典：日本海総合病院提供資料をもとにフォーティエンス作成
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図 3.1-10 月間アクティブ延べ患者数区分別の年間延べ施設数（施設種別） 

アクティブ延べ患者数の観点では、プログレスノート（2 号用紙）が最も多く参照されている

ことが確認された。また、電カル共有の共有情報として識別した項目のうち、病院では診療情報

提供書/依頼書が最も多く参照されており、診療所、薬局、訪問看護施設及び介護事業所におい

ては、検体検査結果が最も多く参照されていることが確認された（図 3.1-11）。 

月間アクティブ延べ

患者数※1※2

病院 診療所 歯科 薬局 訪問看護施設 介護事業所 その他

0 18 473 311 319 43 608 148

1-20 20 315 1 62 73 184 43

21-40 9 30 0 3 23 68 1

41-60 2 41 0 0 10 56 0

61-80 6 30 0 0 5 40 0

81-100 4 20 0 0 7 21 0

101-120 13 19 0 0 15 17 0

121-140 9 10 0 0 8 15 0

141-160 6 9 0 0 5 6 0

161-180 4 7 0 0 9 1 0

181-200 5 9 0 0 8 2 0

201-220 4 3 0 0 4 0 0

221-240 2 7 0 0 4 0 0

241-260 3 4 0 0 8 1 0

261-280 0 3 0 0 3 1 0

281-300 4 1 0 0 3 0 0

301-320 3 2 0 0 5 0 0

321-340 3 1 0 0 1 0 0

341-360 8 0 0 0 2 0 0

361-380 1 0 0 0 1 0 0

381-400 3 0 0 0 0 0 0

>401 17 0 0 0 3 0 0

総計 144 984 312 384 240 1020 192
※1 出典：ちょうかいネット提供資料をもとにフォーティエンス作成
※2 脚注：集計対象期間は2025年1月~2025年12月。
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図 3.1-11 機能・出力欄・内容別年間アクティブ延べ患者数（施設種別ごとの集計） 

3.1.1.3. 導入効果  

診療所、病院、訪問看護ステーション及び居宅介護支援事業所におけるユースケースの整理を

行った（参考資料 1、図 3.1-12）。その中で、ちょうかいネットを利用して共有される診療録及

び画像情報（DICOM 画像及び読影レポート）のユースケースを整理するとともに、利用上の利

点及び課題の抽出を行った。なお、ユースケースの整理にあたりヒアリングを実施した、ちょう

かいネットに参加する診療所、病院、訪問看護ステーション及び居宅介護支援事業所における利

用状況（機能・出力欄・内容別年間アクティブ延べ患者数）についても参考情報として集計を行

った。（参考資料 1、図 3.1-13）。 

機能・出力欄・内容別年間アクティブ延べ患者数（施設種別ごとの集計）※1※2※3※4

機能 出力欄 内容 病院 診療所 歯科 薬局 訪問看護施設 介護事業所 総計

カレンダー表示 ノート（記録） プログレスノート（診察記事） 10,088(41.2) 11,901(55.2) - 290(50.3) 8,053(42.3) 8,551(50.9) 38,883(47.2)

カレンダー表示 ノート（記録） プログレスノート（医師記録） 7,951(32.5) 5,068(23.5) - 219(38) 9,562(50.3) 7,302(43.5) 30,102(36.5)

カレンダー表示 ノート（記録） 簡易サマリ（患者サマリ） 6,370(26) 4,388(20.4) - 126(21.8) 2,099(11) 3,322(19.8) 16,305(19.8)

カレンダー表示 ノート（記録） 看護記録 5,178(21.2) 3,293(15.3) - 67(11.6) 3,687(19.4) 3,780(22.5) 16,005(19.4)

カレンダー表示 処方（指示） 処方指示 3,206(13.1) 2,719(12.6) - 251(43.5) 4,018(21.1) 3,080(18.3) 13,274(16.1)

カレンダー表示 検査 検体検査結果 3,468(14.2) 3,821(17.7) - 158(27.4) 2,216(11.7) 2,229(13.3) 11,892(14.4)

カレンダー表示 レポート 診療情報提供書/依頼書 5,034(20.6) 2,793(13) - 63(10.9) 856(4.5) 858(5.1) 9,604(11.7)

カレンダー表示 レポート 読影レポート 2,556(10.4) 4,017(18.6) 1(100) 39(6.8) 897(4.7) 893(5.3) 8,403(10.2)

画像・波形一覧 - 画像・波形一覧 4,712(19.3) 2,452(11.4) - 3(0.5) 325(1.7) 262(1.6) 7,754(9.4)

カレンダー表示 画像 画像依頼 2,380(9.7) 1,376(6.4) - 39(6.8) 1,011(5.3) 1,367(8.1) 6,173(7.5)

カレンダー表示 レポート 看護要約 3,232(13.2) 685(3.2) - 27(4.7) 1,185(6.2) 356(2.1) 5,485(6.7)

カレンダー表示 注射（指示） 注射指示 1,799(7.4) 673(3.1) - 61(10.6) 1,335(7) 1,244(7.4) 5,112(6.2)

カレンダー表示 レポート 返書/報告書 1,280(5.2) 1,856(8.6) - 43(7.5) 591(3.1) 487(2.9) 4,257(5.2)

カレンダー表示 レポート 退院時要約 1,465(6) 1,053(4.9) - 28(4.9) 450(2.4) 388(2.3) 3,384(4.1)

カレンダー表示 ノート（記録） 簡易サマリ(病名) 267(1.1) 209(1) - 1(0.2) 185(1) 1,641(9.8) 2,303(2.8)

カレンダー表示 ノート（記録） 簡易サマリ(アレルギー) 186(0.8) 154(0.7) - 1(0.2) 239(1.3) 1,434(8.5) 2,014(2.4)

カレンダー表示 画像 生理依頼 629(2.6) 499(2.3) - 29(5) 189(1) 536(3.2) 1,882(2.3)

カレンダー表示 検査 細菌検査結果 645(2.6) 276(1.3) - 8(1.4) 178(0.9) 108(0.6) 1,215(1.5)

サマリービュー(検査結果時系列) - サマリービュー(検査結果時系列) 188(0.8) 199(0.9) - 11(1.9) 78(0.4) 80(0.5) 556(0.7)

チャート表示 - チャート表示 115(0.5) 137(0.6) - 5(0.9) 158(0.8) 62(0.4) 477(0.6)

カレンダー表示 検査 内視鏡依頼 131(0.5) 201(0.9) - 5(0.9) 39(0.2) 87(0.5) 463(0.6)

ファイル一覧 - ファイル一覧 410(1.7) 26(0.1) - - 10(0.1) 5(0) 451(0.5)

サマリービュー(投薬歴／注射歴) - サマリービュー(投薬歴／注射歴) 124(0.5) 50(0.2) - 4(0.7) 111(0.6) 93(0.6) 382(0.5)

カレンダー表示 レポート 手術記録 114(0.5) 41(0.2) - - 35(0.2) 61(0.4) 251(0.3)

カレンダー表示 ノート（記録） コメント（記録） 150(0.6) 2(0) - - 3(0) 4(0) 159(0.2)

カレンダー表示 任意項目 食事 10(0) 4(0) - - 13(0.1) 121(0.7) 148(0.2)

カレンダー表示 ノート（連絡） コメント（連絡） 64(0.3) 1(0) - - 28(0.1) - 93(0.1)

サマリービュー(病名・アレルギー) - サマリービュー(病名・アレルギー) 11(0) 2(0) - - 5(0) 13(0.1) 31(0)

カレンダー表示 レポート その他文書 6(0) - - - 7(0) - 13(0)
※1 出典：ちょうかいネット提供資料をもとに厚生労働省作成
※2 脚注：集計対象期間は2025年1月~2025年12月
※3 脚注：水色のハイライト箇所は、電カル共有の共有情報として識別した項目
※4 脚注：()内の値は、「カレンダー表示」のアクティブ延べ患者数に対する閲覧割合を表示
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図 3.1-12 診療所（画像情報）における業務フローの例 

 

図 3.1-13 ヒアリング施設（診療所）における利用状況の例 

また、ちょうかいネットの参加施設に対するヒアリング結果をもとに、ちょうかいネットにお

ける患者登録から ID 紐づけ及び開示設定の各ステータスで必要となる対応を整理した（参考資

料 1、図 3.1-14）。また、ちょうかいネットにおける患者からの同意取得並びに ID 紐づけ及び

開示設定に係る業務フローの整理を行った。（参考資料 1、図 3.1-15）。 



 

21 

 

 

図 3.1-14 患者登録から ID 紐づけ・開示設定の各ステータスにおける対応 

 

図 3.1-15 同意取得及び ID 紐付け・開示設定における業務フローの例 

3.1.1.4. 財務状況  

令和 6 年度収支内訳書においては、収入に係る執行額が約 71 万円、支出に係る執行額が約 45

万円となっている（図 3.1-16）。ただし、収入のうち約 26 万円は前期繰越金であることから、

当該年度における実質的な収入を把握する際には、これを差し引いて考慮する必要がある。 
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図 3.1-16 庄内医療情報ネットワーク協議会 令和 6 年度収支内訳書 

 

システム利用料については、開示施設のみが PKG 事業者に対して支払っている。開示施設の

中でも、病床数に応じて利用料が設定されており、300 床以上の医療機関では月額 10 万円、200

床未満の医療機関では月額 2 万 5 千円となっている。 

また、サーバ更新費については 5 年ごとに 500 万円が必要となる。これらの利用料及び更新

費は、開示施設が PKG 事業者に対して直接支払っており、協議会は当該支払いの流れには介在

していない（図 3.1-17）。 

※1 （単位：円）

項目 区分 執行額 備考

収入 補助金 330,000 ※補助金の額は、補助金対象経費の実支出額

（千円未満切捨て）

支援事業費 50,000 酒田市

50,000 鶴岡市

事務負担金 19,560 事務負担金¥5,000×3開示病院

事務負担金¥4,560×1開示病院

※事務負担金の振込手数料は事務局持ちだが、

3開示病院は手数料込で振り込まれた。

雑収入 100 受取利息

前期繰越金 263,363 -

収入　計 713,023 -

支出 報償費 50,000 庄内地域医療情報NW特別講演会 講師謝金

旅費 0 庄内地域医療情報NW特別講演会 講師旅費

食糧費 1,332 庄内地域医療情報NW特別講演会 食糧費

需用費 180,180 リーフレット作成（5000枚）

25,300 庄内地域医療情報NW特別講演会 チラシ

72,160 事務用品代

手数料 3,410 振込手数料

需用費 99,000 登録者カード（6000枚）

諸会費 5,000 地域医療福祉情報連携協議会2023年度会費

11,000 NSIPS利用料

事務費 0 -

支出　計 447,382 -

手許残高 265,641 ※翌期繰越金として事務局運営費へ
※1 出典：ちょうかいねっと提供資料をもとにフォーティエンス作成
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図 3.1-17 キャッシュの流れ 

3.1.1.5. 医療計画  

第 8 次山形県保健医療計画では、地域医療構想において病床機能の分化・連携を進めていくこ

ととしており、それぞれの医療機関が地域における役割を踏まえ、高度急性期、急性期から、回

復期、慢性期、在宅医療まで、医療機関相互の連携をより一層進め、切れ目のない連携体制の構

築が必要であると示されている。また、病院等における連携強化のために地域医療情報連携ネッ

トワークが継続して整備され、有用性の啓発・参加施設拡大を図っている。また、庄内二次保健

医療圏における地連 NW としては、「Net4U」とともに「ちょうかいネット」が明示されてい

る（図 3.1-18）。 

また、二次医療圏 4 圏域の合計に係る目標値として「登録累計患者数」及び「参照件数」が設

定されているほか、庄内二次保健医療圏における目標値として「アクセス件数」が定められてい

る（図 3.1-19）。 
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図 3.1-18 第 8 次山形県保健医療計画 

 

 

図 3.1-19 第 8 次山形県保健医療計画における数値目標一覧表 

基金事業計画においては、令和 3 年度の地連 NW 基盤整備事業について、アウトプット指標

として「ネットワークの参加施設数」が設定されている。当該アウトプット指標については、当

初目標値 508 機関に対し、令和 3 年度の達成値は 528 機関となっており、目標を達成した結果

となっている（図 3.1-20）。 
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図 3.1-20 令和 4 年度基金事業計画（事後評価） 

3.1.2. ふじのくにねっと 

3.1.2.1. 基本情報  

ふじのくにねっとは、静岡県全域を対象とした地連 NW であり、Human Bridge を導入してい

る（図 3.1-21）。 
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図 3.1-21 ふじのくにねっとシステム構成図 

ふじのくにねっとにおいては、処方、注射、検体検査結果、放射線レポート及び画像等の情報

共有を行っている。なお、開示施設によっては、診療録（2 号用紙）についても情報開示が行わ

れている（参考資料 2）。 

また、協議会は開示施設及び閲覧施設の双方から利用料を徴収しており、その金額は年額 1 万

円から 45 万円までの幅がある（図 3.1-22）。また、開示施設のみが、PKG 事業者に対してゲ

ートウェイサーバ（以下「GW サーバ」という。）の導入・保守費及び利用料を支払っている。

なお、当該費用の具体的な金額については未確認である。 
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図 3.1-22 利用料 

登録施設数（参加中）については、令和 2 年度には 142 施設であったが、令和 7 年度（令和 7

年 9 月時点）には 136 施設へと減少している。また、登録患者数（累計）については、令和 2 年

度に 38,366 名であったものが、令和 7 年度（令和 7 年 9 月時点）には 71,899 名へと増加して

いる。（図 3.1-23）。 

 

図 3.1-23 「登録施設数」及び「登録患者数」の年次推移 

3.1.2.2. 利用状況  

住民網羅率は 2.0％、人口 10 万人当たりの月間アクティブ患者数は 26 人、人口 10 万人当た

りの月間アクティブユーザ数は 10 人、月間アクティブ施設率は 39.0％という結果が得られた

（図 3.1-24）。また、施設種別ごとの登録施設数は、病院が 37 施設、診療所が 72 施設であっ

た（図 3.1-25、図 3.1-26）。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

登録施設数（参加中）※1 142 148 149 143 136 136

登録患者数（累計）
※1

38,366 44,142 51,645 59,871 67,768 71,899
※1

 出典：ふじのくにねっと提供資料
※2

 脚注：令和7年度の「登録施設数（参加中）」と「登録患者数（累計）」は、令和7年9月時点の値。

※2
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図 3.1-24 利用状況の評価項目 

 

図 3.1-25 利用状況の評価項目（施設種別による集計） 
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図 3.1-26 登録施設数 

また、施設種別ごとに月間アクティブ延べ患者数区分別の年間延べ施設数を算出した。算出に

あたっては、2024 年 4 月から 2025 年 3 月までの各月について、各施設における「カレンダー/

イベントカルテ情報取得」の月間アクティブ延べ患者数を所定の区分（20 名単位）に分類し、

当該区分に該当する施設数を施設種別ごとに集計した。なお、施設数は年間の延べ数として算出

しているため、同一施設であっても各月ごとに計上している。結果として、開示施設においては、

月間アクティブ延べ患者数が 21 以上 40 以下である施設が 50 施設と最も多く、次いで、月間ア

クティブ延べ患者数が 1 以上 20 以下である施設が 47 施設となっていることが確認された。さ

らに、閲覧施設のうち病院については、月間アクティブ延べ患者数が 1 以上 20 以下である施設

が 81 施設と最も多く、次いで、月間アクティブ延べ患者数が 0 である施設が 60 施設となって

いる。一方、閲覧施設の診療所においては、月間アクティブ延べ患者数が 0 である施設が 212 施

設と最も多く、次いで、月間アクティブ延べ患者数が 1 以上 20 以下である施設が 201 施設とな

っている（図 3.1-27）。 
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図 3.1-27 月間アクティブ延べ患者数区分別の年間延べ施設数（施設種別） 

アクティブ延べ患者数の観点から確認したところ、開示施設においては、画像及び検体検査が

多く参照されている結果となっている。また、閲覧施設においては、検歴検査結果及び検体検査

が多く参照される傾向が認められた。なお、検体検査については、電カル共有における共有情報

として識別したものである（図 3.1-28）。 

月間アクティブ延べ 開示施設※4 閲覧施設

患者数※1※2※3 病院 診療所 介護 薬局

0 25 60 212 0 61

1-20 47 81 201 7 23

21-40 50 14 39 5 0

41-60 33 1 16 0 0

61-80 16 0 19 0 0

81-100 20 0 4 0 0

101-120 13 0 1 0 0

121-140 9 0 0 0 0

141-160 7 0 0 0 0

161-180 6 0 0 0 0

181-200 2 0 0 0 0

>201 12 0 0 0 0

総計 240 156 492 12 84
※1 出典：ふじのくにねっと提供資料をもとにフォーティエンス作成
※2 脚注：集計対象期間は2024年4月~2025年3月。
※3 脚注：検索種別の「カレンダー/イベントカルテ情報取得」の月間アクティブ延べ患者数を集計
※4 脚注：「開示施設」については、受領したアクセスログ集計データから施設種別の特定が困難なため合算した値を表示
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図 3.1-28 検索種別・文書別年間アクティブ延べ患者数（施設種別ごとの集計） 

3.1.2.3. 財務状況  

令和 6 年度の実績においては、利用料収入が約 1,000 万円、支出が約 910 万円となっており、

行政機関からの補助金収入はない（図 3.1-29）。 

検索種別・文書別年間アクティブ延べ患者数（施設種別ごとの集計）※1※2※3※4

検索種別 文書 開示施設※5 閲覧施設 総計

病院 診療所 薬局 介護

画像情報インデックス取得※6 - 6,047 (38.6) 197 (19.3) 1,423 (29.2) 0 (0.0) 59 (27.7) 7,726 (35.3)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 画像※7 5,749 (36.7) 277 (27.1) 1,453 (29.8) 0 (0.0) 70 (32.9) 7,549 (34.5)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 検体検査※8 3,864 (24.6) 550 (53.8) 1,662 (34.1) 67 (77.0) 137 (64.3) 6,280 (28.7)

検歴検査結果取得※9 - 3,489 (22.3) 614 (60.0) 1,582 (32.5) 69 (79.3) 124 (58.2) 5,878 (26.9)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 処方※10 2,607 (16.6) 390 (38.1) 1,339 (27.5) 49 (56.3) 66 (31.0) 4,451 (20.4)

画像検査一覧取得※11 - 3,631 (23.2) 77 (7.5) 608 (12.5) 0 (0.0) 1 (0.5) 4,317 (19.7)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 レポート 1,471 (9.4) 82 (8.0) 1,326 (27.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2,879 (13.2)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 注射 1,838 (11.7) 236 (23.1) 704 (14.5) 23 (26.4) 50 (23.5) 2,851 (13.0)

カレンダー/イベント添付データ取得 - 1,256 (8.0) 64 (6.3) 875 (18.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2,195 (10.0)

検歴一覧情報取得※9 - 1,356 (8.6) 186 (18.2) 350 (7.2) 23 (26.4) 9 (4.2) 1,924 (8.8)

検歴時系列情報取得※9 - 1,021 (6.5) 250 (24.4) 204 (4.2) 44 (50.6) 7 (3.3) 1,526 (7.0)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 入退院 988 (6.3) 141 (13.8) 318 (6.5) 18 (20.7) 7 (3.3) 1,472 (6.7)

患者メモ情報取得・更新 - 1,214 (7.7) 70 (6.8) 5 (0.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1,289 (5.9)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 その他のメモ 1,167 (7.4) 66 (6.5) 7 (0.1) 2 (2.3) 0 (0.0) 1,242 (5.7)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 カルテ 872 (5.6) 29 (2.8) 18 (0.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 919 (4.2)

患者メモ情報一括取得 - 523 (3.3) 38 (3.7) 76 (1.6) 29 (33.3) 0 (0.0) 666 (3.0)

病歴一覧情報取得 - 158 (1.0) 1 (0.1) 5 (0.1) 74 (85.1) 70 (32.9) 308 (1.4)

薬歴一覧取得※12 - 241 (1.5) 7 (0.7) 28 (0.6) 0 (0.0) 2 (0.9) 278 (1.3)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 医師のメモ 252 (1.6) 8 (0.8) 7 (0.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 267 (1.2)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 看護カルテ 218 (1.4) 18 (1.8) 1 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 237 (1.1)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 その他 81 (0.5) 2 (0.2) 10 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 93 (0.4)

サマリ一覧表示情報取得 - 75 (0.5) 1 (0.1) 1 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 77 (0.4)

経過表情報取得 - 62 (0.4) 4 (0.4) 2 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.9) 70 (0.3)

既往歴表示情報取得 - 49 (0.3) 1 (0.1) 1 (0.0) 0 (0.0) 9 (4.2) 60 (0.3)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 サマリ 40 (0.3) 0 (0.0) 6 (0.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 46 (0.2)

プロファイル表示情報取得 - 1 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)
※1 出典：ふじのくにねっと提供資料をもとにフォーティエンス作成
※2 脚注：集計対象期間は2024年4月~2025年3月
※3 脚注：水色のハイライト箇所は、電カル共有の共有情報として識別した項目
※4 脚注：()内の値は、「カレンダー/イベントカルテ情報取得」のアクティブ延べ患者数に対する閲覧割合を表示
※5 脚注：「開示施設」については、受領したアクセスログ集計データから施設種別の特定が困難なため合算した値を表示
※6 脚注：画像ビューア（画像参照の別画面）を起動したときのログ
※7 脚注：カルテ参照画面における「カルテ」タブのカレンダ内の「画像」アイコンを押下し、詳細情報を表示したときのログ
※8 脚注：カルテ参照画面における「カルテ」タブのカレンダ内の「検査結果」アイコンを押下し、詳細情報を表示したときのログ
※9 脚注：カルテ参照画面における「検歴」タブの一覧を表示したときのログが「検歴一覧情報取得」、検歴一覧から該当の検査を押下して詳細情報を表示したときのログが「検歴検査

　　　　　　 結果取得」、検査結果の詳細情報から「時系列」ボタンを押下して検歴時系列画面を起動したときのログが「検歴時系列情報取得」
※10 脚注：カルテ参照画面における「カルテ」タブのカレンダ内の「処方」アイコンを押下し、詳細情報を表示したときのログ
※11 脚注：カルテ参照画面における「画像レポート」タブの一覧を表示したときのログ
※12 脚注：カルテ参照画面における「薬歴」タブの一覧を表示したときのログ
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図 3.1-29 協議会収支実績 

協議会は、地連 NW 事業者（IDC 提供事業者）に対して IDC 利用に伴う手数料を支払うとと

もに、PKG 事業者に対して委託料（IDC 設置機器更新業務及び保守業務）を支払っている（図 

3.1-30）。採用しているパッケージは単一ながら地連 NW 事業者が存在している点、また、協議

会から PKG 事業者への支払いが行われている点に特徴がある（図 3.1-31）。 

 

図 3.1-30 協議会支出内訳詳細 
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図 3.1-31 キャッシュの流れ 

3.1.2.4. 医療計画  

第 9 次静岡県保健医療計画では、医療機関の機能分化と連携を推進するため、ふじのくにねっ

との活用を促進し、病診連携及び病病連携等の地域連携における利便性の向上並びに効率化・迅

速化による医療提供体制の強化を図ることが示されている。また、医療 DX の推進に伴う情報基

盤の整備対象の一つとして、ふじのくにねっとが位置付けられている（図 3.1-32）。 
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図 3.1-32 第 9 次静岡県保健医療計画 

基金事業計画においては、令和 4 年度及び令和 6 年度の地連 NW 基盤整備事業について、ア

ウトカム指標として「開示件数（開示される患者数）」、「参照施設数（患者情報を閲覧する施

設）」及び「被参照件数（患者情報のカルテ閲覧件数）」が設定されている。これらのうち、開

示件数については、目標値 48,928 件に対し、59,871 件となっており、目標を達成している。一

方で、その他の指標は目標値に満たない状況となっている（図 3.1-33）。 

 

図 3.1-33 令和 6 年度基金事業計画（事後評価） 
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3.1.3. びわ湖あさがおネット 

3.1.3.1. 基本情報  

滋賀県医療介護情報連携ネットワーク（以下「びわ湖あさがおネット」という。）は、滋賀県

全域を対象とした地連 NW であり、ID-Link、Human Bridge、小規模医療機関情報システム、

及びこれらを一体的に利用するためのポータルシステムから構成されている（図 3.1-34）。 

 

図 3.1-34 ネットワーク構成 

びわ湖あさがおネットには、病院及び診療所のほか、薬局、訪問看護ステーション、介護事業

所等が参加しており、患者基本属性情報、カルテ情報、文書情報、オーダ情報、検査結果及びレ

ポート等の情報を共有している。なお、医師記載（2 号用紙）についても、4 施設の開示施設に

おいて開示が行われている（図 3.1-35）。また、小規模医療機関においても、情報の開示が行

われている（図 3.1-36）。 



 

37 

 

 

図 3.1-35 情報開示項目一覧 

 

図 3.1-36 小規模医療機関システムの情報開示 

協議会は、開示施設及び閲覧施設の双方から利用料を徴収しており、その金額は月額 1,000 円

から 5 万 5,000 円までの幅がある（図 3.1-37）。 
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図 3.1-37 利用料金 

また、ID-Link 又は Human Bridge を使用する開示施設については、前述の協議会に対する利

用料とは別に、各 PKG 事業者に対して、地域連携システム出力用サーバの保守維持費として月

額 10 万円から 15 万円、及び閉域網保守維持費（具体的な金額は未確認）を支払っている（図 

3.1-38）。 
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図 3.1-38 情報提供を行う場合の月額利用料 

新たに自施設のデータを開示する際に必要となる費用としては、ID-Link 又は Human Bridge

を使用する開示施設においては、閉域網設定費が約 70 万円、地域連携システム出力用サーバ設

置費が約 2,000 万円、部門システム出力設定費が 1 部門当たり 300 万円から 1,000 万円（PKG

事業者により異なる）となっており、これらはいずれも PKG 事業者への支出となる。一方、小

規模医療機関情報システムを使用する開示施設においては、情報出力設定費として、病院で 5 万

円から 500 万円、医科・歯科診療所で 5 万円から 100 万円、薬局で 5 万円から 10 万円程度の支

出が必要となる。加えて、びわ湖あさがおネットの利用端末である情報アップロード用端末の導

入費用が別途必要となる（図 3.1-39）。 
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図 3.1-39 情報出力設定費用 

登録施設数（参加中）については、令和 2 年度には 954 施設であったが、令和 6 年度には 842

施設へと減少している。また、登録患者数（参加中）については、令和 2 年度に 77,323 名であ

ったものが、令和 6 年度には 134,406 名へと増加している（図 3.1-40）。 

 

図 3.1-40 「登録施設数」及び「登録患者数」の年次推移 

3.1.3.2. 利用状況  

住民網羅率は 6.9％、人口 10 万人当たりの月間アクティブユーザ数は 39 人、月間アクティブ

施設率は 22.7％という結果が得られた（図 3.1-41）。本事業においては、ポータルサイトへの

アクセスログに係る集計データ（全体集計表）の提供を受けることができた一方で、施設ごと又

は施設種別内訳ごとのアクセス集計データ（個別集計表）については、提供が困難であることを

確認した（図 3.1-42）。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

登録施設数（参加中）※1 954 941 923 872 842

登録患者数（参加中）
※1

77,323 91,963 106,336 119,905 134,406
※1

 出典：協働ネットしがHP（https://www.kyodoshiga.jp/index.php?/member/detail/1506）
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図 3.1-41 利用状況の評価項目 

 

図 3.1-42 利用状況の評価項目（施設種別による集計） 

3.1.3.3. 財務状況  

当該協議会は NPO 法人であることから、活動計算書及び貸借対照表等を含む事業報告書が一

般に公開されている（図 3.1-43）。 
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図 3.1-43 活動計算書 

当該地連 NW においては、複数の PKG 事業者が存在するとともに、ポータルサイト等の運用

保守、データセンタ管理及びコンサルティングを担う複数の地連 NW 事業者が関与している。

開示施設及び閲覧施設はいずれも協議会に対して利用料を支払っており、開示施設はこれに加

えて PKG 事業者への支払いを行っている。また、協議会は、業務委託費として地連 NW 事業者

への支払いを行っている（図 3.1-44）。 

 

図 3.1-44 キャッシュの流れ 
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3.1.3.4. 医療計画  

第 8 次滋賀県保健医療計画では、医療情報化を推進するための具体的な施策として、医療情報

連携ネットワーク（＝びわ湖あさがおネット）が位置付けられており、具体的な数値目標として、

登録患者数 10 万人を中間アウトカムとして設定している（図 3.1-45）。また、設定したアウト

カムについて、医療計画総括の中で目標に対する達成度を評価している（図 3.1-46）。 

 

図 3.1-45 滋賀県保健医療計画 
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図 3.1-46 医療計画総括 

基金事業計画においては、令和 3 年度の地連 NW 連携基盤構築事業について、アウトプット

指標として「情報連携施設数」が設定されている。当該アウトプット指標については、当初目標

値 983 か所に対し、達成値は 939 か所となっており、目標未達の結果となっている（図 3.1-47）。 
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図 3.1-47 令和 4 年度滋賀県基金事業計画（事後評価） 

3.1.4. うすき石仏ねっと 

3.1.4.1. 基本情報  

臼杵市地域医療・介護・保健情報連携システム（以下「うすき石仏ねっと」という。）は、大

分県中部医療圏を対象とした地連 NW であり、システムベンダがフルスクラッチで開発を行っ

ている。うすき石仏ねっとには、医療機関、歯科診療所、訪問看護ステーション、調剤薬局及び

介護保険事業者等が参加しており、診療情報、検査結果及び疾患連携等が行われている（図 

3.1-48、図 3.1-49）。 
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図 3.1-48 システム概要 
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図 3.1-49 機能概要図 

 

協議会は、開示施設及び閲覧施設の双方から利用料を徴収しており、その金額は月額 1,000 円

から 3 万円までの幅がある。なお、臼杵市外の医療・介護施設については、当面の間、利用料を

徴収しない取扱いとされている（図 3.1-50）。 
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図 3.1-50 利用料 

3.1.4.2. 利用状況  

住民網羅率は 4.7％、人口 10 万人当たりの月間アクティブユーザ数は 51 人という結果が得ら

れた（図 3.1-51）。また、施設種別ごとの登録施設数は、病院が 4 施設、診療所が 34 施設であ

った（図 3.1-52）。 



 

49 

 

 

図 3.1-51 利用状況の評価項目 

 

図 3.1-52 利用状況の評価項目（施設種別による集計） 

施設種別ごとに月間アクティブ延べユーザ数区分別の年間延べ施設数を算出した。算出にあ

たっては、2025 年 1 月から 12 月までの各月について、各施設の月間アクティブ延べユーザ数

を所定の区分（10 名単位）に分類し、当該区分に該当する施設数を施設種別ごとに集計した。

なお、施設数は年間の延べ数として算出しているため、同一施設であっても各月ごとに計上して

いる。結果として、病院（医科）においては、月間アクティブ延べユーザ数が 1 以上 10 以下で

ある施設が 24 施設と最も多く、次いで、月間アクティブ延べユーザ数が 0 もしくは 101 以上で

ある施設が 12 施設となっていることが確認された。さらに、診療所/クリニック（医科）につい
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ては、月間アクティブ延べユーザ数が 0 である施設が 202 施設と最も多く、次いで、月間アク

ティブ延べユーザ数が 1 以上 10 以下である施設が 194 施設となっている。なお、訪問看護ステ

ーション及び介護老人福祉施設においても、診療所/クリニック（医科）と同様に、月間アクテ

ィブ延べユーザ数が 0 である施設が最も多く、次いで、月間アクティブ延べユーザ数が 1 以上

10 以下である施設が多い傾向が認められた（図 3.1-53）。 

 

図 3.1-53 月間アクティブ延べユーザ数区分別の年間延べ施設数（施設種別） 

機能別アクティブ延べ患者数においては、歯科医師を除く各職種で薬歴情報が最も多く参照

されている（図 3.1-54）。なお、検体検査、画像及びレポートに関するログ情報は取得できて

いない点に留意が必要である。ログ情報が未取得であるため定性的な把握となるが、検体検査の

参照が最も多く、次いで薬剤情報、画像情報の順で参照されている状況が確認されている。 

 

図 3.1-54 機能別年間アクティブ延べ患者数（職種別による集計） 

3.1.4.3. 財務状況  

月間アクティブ延べ

ユーザ数※1※2

病院（医科） 診療所／

クリニック（医

科）

歯科医院、

診療所

調剤薬局 訪問看護

ステーション

介護老人

福祉施設

その他

0 12 202 125 60 24 333 60

1-10 24 194 91 192 12 63 24

11-20 0 12 0 0 0 0 0

21-30 0 0 0 0 0 0 0

31-40 0 0 0 0 0 0 0

41-50 0 0 0 0 0 0 0

51-60 0 0 0 0 0 0 0

61-70 0 0 0 0 0 0 0

71-80 0 0 0 0 0 0 0

81-90 0 0 0 0 0 0 0

91-100 0 0 0 0 0 0 0

>101 12 0 0 0 0 0 0

総計 48 408 216 252 36 396 84
※1 出典：うすき石仏ねっと提供資料をもとにフォーティエンス作成
※2 脚注：集計対象期間は2025年1月~2025年12月。

機能別年間アクティブ延べ患者数（職種別による集計）※1※2※3

機能 医師 歯科医師 看護師 薬剤師 ケアマネージャー

薬歴情報参照 4,156 149 1,818 27,721 114

患者ID登録 2,211 338 5 3,591 72

紹介状 2,275 12 132 104 9

使用薬剤一覧参照 390 9 209 1,627 0

既往歴・病名 147 35 116 1,203 6

糖尿病連携パス 878 0 169 284 0

患者検索 436 62 146 474 44

患者基本情報 284 41 110 635 15

認知症機能評価データ一覧 49 0 831 7 0

機能評価 18 0 817 0 0
※1 出典：うすき石仏ねっと提供資料をもとにフォーティエンス作成
※2 脚注：集計対象期間は2025年1月~2025年12月
※3 脚注：うすき石仏ねっと事務局より提供いただいたアクセスログ集計データについては、「検体検査結果」、「画像」、

　　　　　　　「画像情報結果（レポート）」のアクセスログが取得できなかったため、機能としては存在するが集計結果に含まれていない。
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令和 6 年度の実績においては、臼杵市医師会及び臼杵市が、それぞれ運営負担金として 950 万

円を負担している（図 3.1-55、図 3.1-56）。これまで、運営負担金は臼杵市医師会及び臼杵市

によって慣習的に折半されてきたが、令和 6 年度に協議会の会則に負担率等を明記するととも

に、書面により正式に取り交わすこととなった。なお、臼杵市医師会の会員となっている医療機

関は、医師会に所属するための会費を負担していると考えられる。このことから、当該医療機関

は、うすき石仏ねっとの会費とは別に、臼杵市医師会を通じて間接的に協議会に対する支払いを

行っている構図にあると捉えることができる。 

  

図 3.1-55 令和 6 年度うすき石仏ねっと協議会決算書 

科目
令和６年度

実績
備考

Ⅰ. 収入の部

1.前期繰越 4,716,275

2.臼杵市運営負担金 9,500,000 臼杵市負担金

3.臼杵市フェリカカード負担金 0 臼杵市フェリカカード分

4.医師会運営負担金 9,500,000 医師会負担金

0 骨粗鬆症連携負担金

5.高田安心ネット運営負担金 1,302,576 108,548円×12カ月

6.会費収入 3,335,000 コスモス病院 360千円、

医療機関23カ所1,040千円、24カ所540千円

歯科14カ所504千円、薬局15カ所117千円、16カ所450千円

介護施設5カ所180千円、居宅9カ所108千円

デイ・ヘルパー・グループホーム3カ所36千円

7.積立会計より（ソフト改修費） 0 ソフト改修費(動画、静止画ファイリングシステム)

0 端末助成

1,394,800 ファイアウォール更新費

8.参加施設端末購入費 0

9.大分県補助金 9,533,000 動画、静止画ファイリングシステム（救急連携は繰越）

10.雑収入 330,770 高田機器撤去費用他

11.再発行手数料 55,500 111件×500円

12.利息 5,192

収入　計 39,673,113

II 　支出の部

1.システム関係 26,093,200

2.回線費用関係 2,663,896

3.委託費 6,000,000

4.事務費他 1,022,756

5.オンライン会議システム 0

6.端末入替 0

7.予備費 14,500 OSI識別子登録更新費（11,000円）

地域医療介護連携NWの会年会費（3,000円）

再発行手数料返金（500円）

支出　計 35,794,352



 

52 

 

 

図 3.1-56 キャッシュの流れ 

3.1.4.4. 医療計画  

第 8 次大分県医療計画には、うすき石仏ねっとを対象とした記載は見られない。一方、第 3 次

臼杵市総合計画では、「在宅医療・介護連携の推進」、「医療・介護従事者の確保・育成等」及

び「医療費の適正化の推進」に係る施策の中で、うすき石仏ねっとの活用が挙げられている（図 

3.1-57）。また、施策の進捗を測る指標として、うすき石仏ねっとの加入者数 28,300 人が目標

値として掲げられている（図 3.1-58）。 
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図 3.1-57 臼杵市総合計画及びヒアリング結果 

 

図 3.1-58 指標一覧 
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基金事業計画では、平成 29 年度、及び令和 3 年度から令和 5 年度末までの地連 NW 基盤整備

事業において、アウトプット指標として「地域医療情報連携ネットワークに参加する医療機関数

等」が設定されている。当該アウトプット指標については、当初目標値 307 施設に対し、令和 5

年度の達成値は 162 施設であり、目標未達の結果となっている（図 3.1-59）。 

 

図 3.1-59 令和 6 年度大分県基金事業計画（事後評価）及びヒアリング結果 

3.1.5. サルビアねっと 

3.1.5.1. 基本情報  

サルビアねっとは、神奈川県鶴見区、神奈川区及び港北区を対象とした地連 NW であり、

CoEsse を利用している。また、各種情報をクラウドデータセンタに保持する「集約型」の地連

NW である点が一つの特徴である。なお、画像情報に関しては、基本的に DICOM 画像 を JPEG

形式 に変換して、読影レポートとあわせてクラウドデータセンタへアップロードしている（図 

3.1-60、図 3.1-61）。 

公知資料：令和6年度基金事業計画（事後評価）※1

＜ヒアリング＞
⚫ 基金の活用に係る申請は、うすき石仏ねっと運営に係る議論（うすき市も

参画）を踏まえて行われている。
⚫ アウトプット指標やアウトカム指標は、協議会による申請時に示すものであ

り、大分県とも協議のもと定めている。
⚫ これまでうすき石仏ねっとに関する事業では、基金事業計画の目標とし

て定められた「アウトプット指標」が未達であったことがないため、協議会
としては大分県から地域医療介護総合確保基金の減額等の措置を受け
たことがない。

⚫ 基金事業計画で目標に定められた機能改修等が事業期間内に対応さ
れなければ、地域医療介護総合確保基金の減額措置が講じられるものと
認識。

※1 出典：厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000199985_00009.html）
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図 3.1-60 システム構成図（全体構成）9 

  

 

9 出典：サルビアねっと提供資料 
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図 3.1-61 システム構成図（双方向連携構造） 

サルビアねっとには、医療機関、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション及び介護施設等が

参加しており、医療情報（病名、処方、注射、検体検査及び検査画像等）の共有、介護情報（生

活情報記録及び介護記録等）の共有並びに検査・外来予約機能等が実装されている。なお、診療

録（2 号用紙）の公開は行われていない（図 3.1-62、図 3.1-63、図 3.1-64）。 
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図 3.1-62 対象ソリューション 

 

図 3.1-63 情報開示項目 



 

58 

 

 

図 3.1-64 共有情報 

協議会は、開示施設及び閲覧施設の双方から利用料を徴収しており、その金額は年額 2 万 4,000

円から 360 万円までの幅がある（図 3.1-65）。 
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図 3.1-65 システム年間費用 

登録施設数（累計）については、平成 30 年度には 57 施設であったが、令和 7 年度（令和 7 年

10 月時点）には 247 施設へと増加している。また、登録患者数（累計）については、令和 4 年

度には 15,074 名であったものが、令和 7 年度（令和 7 年 12 月時点）には 25,650 名に増加して

いる（図 3.1-66）。 

 

図 3.1-66 「登録施設数」及び「登録患者数」の年次推移  

平成30年度 令和2年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

登録施設数（累計）※1 57 113 181 240 - 247 ※2

登録患者数（累計）※1 本事業で収集した情報からは算出できず 15,074 16,271 17,655 25,650 ※3

※1 出典：サルビアねっと提供資料
※2 脚注：令和7年度の「登録施設数（累計）」は、令和7年10月時点の値。
※3 脚注：令和7年度の「登録患者数（累計）」は、令和7年12月時点の値。
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3.1.5.2. 利用状況  

住民網羅率は 2.8％という結果が得られた（図 3.1-67）。また、施設種別ごとの登録施設数は、

病院が 20 施設、医科診療所が 92 施設であった（図 3.1-68）。 

 

図 3.1-67 利用状況の評価項目 

 

図 3.1-68 利用状況の評価項目（施設種別による集計） 

月間アクセス数の上位は、医師、薬剤師及び看護師であった。あわせて、2025 年後半以降は、

セラピスト、栄養士及び地域連携従事者による利用が増加傾向にあることが確認された。なお、

アクセス数は、サルビアねっとの画面が参照された回数を指す。ただし、SNS やスケジュールカ

レンダ等のコミュニケーション画面におけるアクセス数や、各種サマリーやレポート並びに画

像・動画等の個別画面のアクセス数は含まれていない。（図 3.1-69）。 
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図 3.1-69 月間アクセス数の推移10 

  

 

10 出典：サルビアねっと提供資料 
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月間ログイン数については、2025 年において 1,122 件から 1,433 件の範囲で推移しているこ

とが確認された。なお、ログイン数は、サルビアねっと端末において ID 及び PW を用いてログ

インした日次の回数を指すものであり、2 時間以上操作が行われなかった場合には、再度ログイ

ンが必要となる仕組みとなっている（図 3.1-70）。 

 

図 3.1-70 月間ログイン数の推移 
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また、2024 年 10 月から 2025 年 10 月までの期間において、検査・外来予約ソリューション

を利用している病院では、月当たり 70 件から 110 件の範囲で予約が行われていた（図 3.1-71）。 

 

図 3.1-71 検査・外来予約ソリューション利用状況11 

3.1.5.3. 財務状況  

令和 6 年度の実績では、会費収入が約 2,900 万円、保守費用約 1,400 万円を含む販売費及び一

般管理費が約 2,600 万円となっている。そのほか、補助金収入約 1 億 4,000 万円は、システム構

築費用に充当されている（図 3.1-72）。 

 

11 出典：サルビアねっと提供資料 
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図 3.1-72 令和 6 年度貸借対照表及び損益計算書 

3.1.5.4. 医療計画  

第 8 次神奈川県医療計画では、「ICT を活用した健康管理の推進」、「病病連携及び病診連

携」及び「医療 DX の推進」に係る施策の位置付けの一つとして、地域医療介護連携ネットワー

クの取組みが示されている。ただし、「マイ ME-BYO カルテ」の連携元システムとして挙げら

れている点を除き、当該地域医療介護連携ネットワークは特定の地連 NW を指すものではなく、

また、地連 NW ごとの目標値等は設定されていない（図 3.1-73、図 3.1-74、図 3.1-75）。 

 

図 3.1-73 神奈川県医療計画（第 4 節） 
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図 3.1-74 神奈川県医療計画（第 7 節） 

 

図 3.1-75 神奈川県医療計画（第 9 節） 

基金事業計画では、令和 4 年度の地連 NW 連携基盤構築事業として、地域医療介護連携ネッ

トワークの構築を掲げている。アウトカム指標の一つとして、「整備圏域の 2 区（令和 3 年度）

から 4 区（令和 4 年度）」への拡大が設定されているほか、アウトプット指標として、「地域医

療介護連携ネットワークに参加する医療機関数」を、113 施設（令和 3 年度）から 211 施設（令

和 4 年度）へ拡大するという目標値が定められている。実績としては、整備圏域については 4 区

への拡大を達成した一方、参加医療機関数は 178 施設にとどまり、目標未達の状況となってい

る（図 3.1-76）。 
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図 3.1-76 令和 5 年度基金事業計画（事後評価） 

3.1.6. みやこサーモンケアネット 

3.1.6.1. 基本情報  

宮古市医療情報連携ネットワーク（以下「みやこサーモンケアネット」という。）は、岩手県

宮古保健医療圏を対象とした地連 NW であり、ID-Link を利用している。また、災害時に備え、

参加する医療機関の診療データを遠隔地に所在するデータセンタへバックアップする機能を有

している点も特徴の一つである（図 3.1-77）。 

みやこサーモンケアネットには、医療機関、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション及び介

護事業所等が参加しており、患者プロファイル、病名、処方情報、検査結果、調剤情報及び申し

送りノート等の情報が共有されていた（図 3.1-77、図 3.1-78、図 3.1-79、図 3.1-80）。 
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図 3.1-77 全体像 

 

図 3.1-78 システム機能図 
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図 3.1-79 ネットワーク構成図 

 

図 3.1-80 患者基本情報・閲覧権限 

協議会は、開示施設及び閲覧施設の双方から参画施設負担金を徴収しており、その金額は月額

500 円から 2 万 5,000 円までの幅があった（図 3.1-81）。 
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図 3.1-81 参加施設負担金 

また、登録施設数（参加中）については、令和 2 年度には 99 施設であったものが、令和 6 年

度には 88 施設へと減少している。なお、登録患者数については、本事業において収集した情報

からは把握することができていない（図 3.1-82）。 

 

図 3.1-82 「登録施設数」及び「登録患者数」の年次推移 

なお、当該ネットワークは、平成 25 年 7 月に運用を開始し、令和 7 年 3 月に運用を終了して

いる。 

3.1.6.2. 利用状況  

稼働時の登録患者数は 5,211 人、登録施設数は 88 施設であった（図 3.1-83）。なお、当該地

連 NW は既に運用を終了しており、アクセスログの抽出が基本的に困難であることから、アク

ティブ指標の集計は見送ることとした。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

登録施設数（参加中）※1 99 96 92 91 88

登録患者数 本事業で収集した情報からは算出できず
※1 出典：みやこサーモンケアネット提供資料
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図 3.1-83 加入施設数及び患者登録数 

地連 NW 全体の加入施設数及び患者登録数は把握できた一方、施設ごと又は施設種別内訳ご

とのアクセス集計データ（個別集計表）については、受領することができなかった。 

3.1.6.3. 財務状況  

地連 NW の運用最終年度である令和 6 年度では、負担金収入が約 140 万円、行政機関からの

補助金収入が約 650 万円、システム利用費用及びシステム借上料の合計が約 560 万円となって

いた（図 3.1-84、図 3.1-85）。 
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図 3.1-84 活動計算書・貸借対照表 

 

図 3.1-85 キャッシュの流れ 
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3.1.6.4. 医療計画  

第 8 次岩手県保健医療計画では、宮古保健医療圏における地域連携体制を推進する手段とし

て、宮古サーモンケアネットの活用が示されていた（図 3.1-86）。なお、直近 3 か年における

基金事業計画の事後評価には該当する記述がない。 

 

図 3.1-86 岩手県保健医療計画 

3.1.6.5. 廃止経緯  

協議会が運用終了を判断した最大の理由は、みやこサーモンケアネットを利用する施設が極

めて少なかったことである。登録患者数については、経時的な増加が見られたのは診療所に限ら

れており、その他の施設種別では、登録患者数は概ね横ばいの状況であった。加えて、診療所に

おいても、特定の 2～3 施設のみが積極的に患者登録を行っていたのが実態である。 

みやこサーモンケアネットを利用していたヒアリング先からは、一定の有用性を感じていた

との意見が得られたものの、実際に情報連携の有用性を実感していた施設はごく少数にとどま

っていたと見られる。 

こうした状況の中で、システムのリプレイス時期が迫り、約 1,500 万円の費用が発生すること

が見込まれていたが、その費用負担を利用者の負担金として転嫁することは困難であったこと

から、ネットワークを廃止するという判断に至った（図 3.1-87）。 



 

73 

 

 

図 3.1-87 廃止までの手続き 

3.1.7. とねっと 

3.1.7.1. 基本情報  

埼玉利根保健医療圏地域医療ネットワークシステム（以下「とねっと」という。）は、埼玉県

利根保健医療圏を対象とした地連 NW であり、医療連携として ID-Link を、PHR として

LifeRoute を、多職種連携システムとしてメディカルケアステーション（MCS）を利用していた。 
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とねっとには、医療機関、歯科診療所、調剤薬局及び検査施設等が参加しており、病名、検査、

処方及び画像等の診療情報が共有されていた。あわせて、患者・市民向けには、歩数、体重及び

血圧等の健康記録情報が共有されていた（図 3.1-88）。 

 

図 3.1-88 各参加機関ととねっと上に登録できる機能と情報（他施設から参照可能な当該施設の情報） 

 

登録施設数（参加中）については、平成 24 年度には 113 施設であったが、令和 5 年度には 83

施設へと減少している。また、登録患者数（累計）については、平成 24 年度には 10,292 名であ

ったものが、令和 5 年度には 35,697 名へと増加している（図 3.1-89）。 

 

図 3.1-89 「登録施設数」及び「登録患者数」の年次推移 

なお、令和 5 年 3 月に協議会解散の意向決議が示され、令和 6 年 3 月に協議会解散が承認さ

れたことにより、事業は終了した。その後、令和 6 年 9 月に協議会が解散している。 

  

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

登録施設数（参加中）※1※2 113 114 113 107 106 101

登録患者数（累計）※1 10,292 18,815 24,318 27,469 29,056 30,501

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

登録施設数（参加中）※1※2 102 99 97 94 88 83

登録患者数（累計）※1 32,361 33,748 34,634 35,237 35,678 35,697
※1 出典：とねっと提供資料
※2 脚注：「参加施設数（参加中）」の値は、圏域内の医科施設（中核病院、県立病院、病院・診療所）の合算値であり、

　　　　　　　圏域内の医科施設以外（歯科医療機関、調剤薬局）及び圏域外の施設、臨床検査施設は含まない
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3.1.7.2. 利用状況  

稼働時の登録患者数は 35,697 人、登録施設数は 136 施設であった。なお、当該地連 NW は既

に運用を終了しており、アクセスログの抽出が基本的に困難であることから、アクティブ指標の

集計は見送ることとした（図 3.1-90、図 3.1-91）。 

 

図 3.1-90 登録患者数・登録施設数 
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図 3.1-91 救急搬送 

3.1.7.3. 財務状況  

協議会は、事務局費及びシステム事業費を参加医療機関から徴収していた。また、平成 31 年

4 月に対象範囲を拡大した後は、圏域外の医療機関からも負担金を徴収するとともに、国民に対

しては IC カード代等として 500 円を徴収していた。加えて、協議会は、構成市町からも同様に、

事務局費及びシステム事業費の拠出を受けていた（図 3.1-92、参考資料 3 P.6）。 

なお、令和 5 年度に限り、構成市町及び県病院局（県立病院機構）が、システム保守費（利用

料）としてシステムベンダに対する支払いを行っていた（参考資料 3 P.44）。令和 5 年度のみの

対応となった背景としては、新「とねっと」の運用が開始された平成 30 年度から令和 4 年度ま

での 5 年間について、システムベンダである日本電気株式会社が、保守費（利用料）を無償とす

る提案を行っていたためである（参考資料 3 P.7）。 
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図 3.1-92 システム費用負担（埼玉県等からのご負担額） 

3.1.7.4. 医療計画  

第 7 次埼玉県地域保健医療計画には、医療機能の分化・連携及び病床整備に関する主な取組み

として、ICT を活用した地域医療連携ネットワークの整備支援が挙げられており、その中で、利

根保健医療圏における事例として、とねっとが挙げられている（図 3.1-93）。 
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図 3.1-93 埼玉県地域保健医療計画 

なお、直近 3 か年における基金事業計画の事後評価には該当する記述がない。 

3.1.7.5. 廃止経緯  

とねっとは、単純な財源不足の問題にとどまらず、次のような複数の要因が重なった結果、廃

止の判断に至った。 

第一に、とねっとへの参加を呼び掛ける協議会側と、参加する医療機関等の施設側との間には、

参加に係る費用負担等の観点から温度差が生じていた。第二に、システム更新費用に見合うシス

テムとして継続すべきか否かに関する認識が、構成市町間において一致していなかった。第三に、

国の施策として、マイナンバーカードの利用促進や全国医療情報プラットフォームの取組が推

進されており、議会においても、これら国の方針に沿った取組を重視する姿勢が示されていた。 

以上のとおり、「協議会と参加施設との間における温度差」、「システムの費用対効果に対す

る構成市町の認識の違い」並びに「国主導で進められる全国 PF 及び議会の意向」といった複数

の要因が重なった結果、廃止の判断に至った（参考資料 3）。 
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3.2. サービス提供ベンダに対する調査結果 

3.2.1. システム構成 

地連 NW は、データ保管の観点から、大きく「集約型」と「分散型」の二つに類型化するこ

とができる。集約型は、PKG 事業者または地連 NW 事業者が保有するオンプレミスまたはクラ

ウド基盤上のデータセンタに、各開示施設が診療情報等をアップロードし、当該基盤において情

報を一元的に保管・管理する形式である。この方式では、情報の集約管理が可能である一方、中

央基盤への情報集約を前提とした運用となる。これに対し、分散型は、各開示施設に GW サー

バを設置し、地連 NW 参加施設からの参照リクエストを起点として、当該施設が保有する情報

を必要に応じて公開する形式である。この方式では、診療情報等の管理主体は各医療機関に残し

たまま、ネットワークを介して参照を可能とする点に特徴がある（図 3.2-1）。 

 

図 3.2-1 地連 NW 事業者視点でのシステム構成等 

日医総研「ICT を利用した全国地域医療情報 連携ネットワークの概況（2024 年度版）」では、

各地連 NW が使用している製品として、253 地域（複数回答あり）のうち「その他・独自」（128

箇所）がもっとも多く、ついで「ID-Link」（76 箇所）、「Human Bridge」（63 箇所）の順に
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多い、という結果を示している。合わせて約半数のシェアを獲得している ID-Link、Human 

Bridge は、基本的には12いずれも分散型の構成をとっている。 

3.2.2. 運用上の課題 

地連 NW 事業者へのヒアリングにおいて、協議会が地連 NW を運用する中で認識されている

主な課題として、関係者間のコミュニケーション、運用支援体制、開示施設における費用負担、

会員数の拡大に向けた取組、及びセキュリティ対応等が挙げられた（図 3.2-2）。 

 

図 3.2-2 協議会における地連 NW 運用上の課題 

3.2.3. キャッシュの流れ 

協議会を中心としたステークホルダ間のキャッシュの流れのパターンとして、Human Bridge

及び ID-Link それぞれ整理を行った（図 3.2-3、図 3.2-4）。 

両製品共通して、基本的な診療情報等の連携においては、PKG 事業者は協議会から費用を受

け取ることはなく、開示施設から情報公開用 GW サーバの導入・保守費及び利用料を受け取る

ビジネスモデルとなっている。また、PKG 事業者は閲覧施設から利用料等を受け取らない点に

ついても共通している。なお、基本的な医療情報の連携以外に提供されるサービスとして、例え

ば、ID-Link におけるストアクライアント機能（閲覧施設が GW サーバの設置なく、診療情報

 

12 例えば ID-Link におけるストアクライアント機能等を活用することで、医療機関等がクラ

ウド基盤上に診療情報等をアップロードすることは可能。 
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等を基盤上にアップロードする機能）等があげられるが、アップロードするファイルの合計容量

によっては当該機能を利用する施設に費用が発生する場合がある。 

 

図 3.2-3 地連 NW ステークホルダ間のキャッシュの流れ及び契約関係（Human Bridge における一例） 

 

図 3.2-4 地連 NW ステークホルダ間のキャッシュの流れ及び契約関係（ID-Link における一例） 

「地連 NW 事業者が存在しない場合」及び「地連 NW 事業者が存在する場合」に共通する特

徴として、協議会は、医療機関等（開示施設及び閲覧施設の双方）から利用料等を受け取るとと

もに、行政機関から補助金等を受け取る流れが存在する。また、開示施設は、GW サーバの導

入・保守費を PKG 事業者に支払っている。 
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一方、「地連 NW 事業者が存在する場合」に固有の特徴として、地連 NW 事業者は、開示施

設及び閲覧施設の双方に対するサービス提供の対価、並びに協議会に対するサービス提供の対

価として、協議会から利用料等を受け取っている。 

なお、上記はいずれもシステムベンダの視点から整理したキャッシュの流れの一例であり、

個々の地連 NW における導入形態等によって異なる点には留意が必要である（各地連 NW 固有

のキャッシュの流れは 3.1 参照）。 

3.2.4. 地連 NW の現状と連携に向けた課題 

地連 NW と電カル共有をシステム連携する場合のパターンを、「ア.地連 NW にある情報を電

カル共有に連携する」、「イ.医療機関が、電カル共有に蓄積された情報を地連 NW 経由で閲覧

する」及び「ウ.地連 NW で行っている名寄せを電カル共有の機能で支援する」の 3 つに整理し

た。各パターンのシステム連携を目指す場合に、解決すべき課題を整理した結果、計 10 件の課

題を抽出した（図 3.2-5、図 3.2-6、図 3.2-7、図 3.2-8、図 3.2-9、図 3.2-10）。複雑性及び不

確実性をもとにその難易度を評価した結果、難易度「高」が 3 件、難易度「中」が 4 件、難易度

「低」が 3 件となった（図 3.2-11）。 

 

図 3.2-5 連携アの実現イメージ 
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図 3.2-6 連携アを目指す場合に解決すべき課題 

 

図 3.2-7 連携イの実現イメージ 
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図 3.2-8 連携イを目指す場合に解決すべき課題 

 

図 3.2-9 連携ウの実現イメージ 
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図 3.2-10 連携ウを目指す場合に解決すべき課題 
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図 3.2-11 電カル共有との連携に向けた課題一覧 

難易度「高」と整理された課題としては、「医療機関の連携サーバから地連 NW のデータセ

ンタを経由した電カル共有へのデータの送信の実現が必要となる。」、「顔認証付きカードリー

ダーと地連 NW のビューワ（ブラウザ）を連携させ、患者同意情報の送信及び電カル共有で共

有する情報をリクエストする仕組みの実現が必要となる。」及び「地連 NW のデータセンタか

らオンライン資格確認システムに対して患者のキー情報を照会する機能の追加が必要となる。」

が挙げられた。 

 

3.3. 電子カルテ情報共有サービスに係る調査結果 

3.3.1. 電子カルテ情報共有サービスの共有情報と利用者 

全国 PF の仕組みの一つである電カル共有は、全国の医療機関及び薬局等において、患者の電

子カルテ情報を共有するための仕組みである。提供される主なサービスは、「1.診療情報提供書
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を電子的に共有できるサービス（退院時サマリーについては診療情報提供書に添付）」「2.各種

健診結果を、医療保険者及び全国の医療機関等並びに本人等が閲覧できるサービス」、「3.患者

の臨床情報を、全国の医療機関等及び本人等が閲覧できるサービス」及び「患者サマリーを本人

等が閲覧できるサービス」の 4 点である。 

共有される臨床情報は、令和 8 年 1 月 5 日公開の「電子カルテ情報共有サービスの導入に関

するシステムベンダ向け技術解説書 v2.0.0」において、傷病名、感染症、検査、薬剤アレルギー

等及びその他アレルギー等として整理されている。なお、これらの情報については、臨床的な定

義の整理が引き続き議論されている状況にある（図 3.3-1）。 

 

図 3.3-1 電カル共有における共有情報 

本書では、診療情報提供書、健診文書及び臨床情報並びに上記の臨床情報を、電カル共有にお

ける共有情報として整理する。 

電カル共有を利用できる施設は、令和 8 年 2 月時点では、保険医療機関（医科）（医科歯科併

設を含む）、保険医療機関（歯科）、保険薬局、医療保険者及び本人等となっている（図 3.3-2）。

なお、健診センター（単独型）、職域診療所、訪問看護ステーション及び介護事業所については、

当面の間、本サービスの対象外とされている。 
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図 3.3-2 電カル共有の利用者 

3.3.2. 電子カルテ情報共有サービスの特徴（登録・参照機能の一体化と集

約型でのデータ保持） 

電カル共有では、日常的に実施されている医療行為の範囲に応じ、施設種別ごとに利用可能な

機能群が設定されている。特に保険医療機関（医科）においては、診療情報提供書の登録及び臨

床情報の登録等が「導入必須」とされている。すなわち、電カル共有を利用する保険医療機関（医

科）では、情報の公開機能と閲覧機能を分離せず、一体的に実施する点が特徴である（図 3.3-3）。 

 

図 3.3-3 登録・参照機能の一体化 

文書情報は、医療機関等における電子カルテシステム等を起点に、電カル共有の「文書情報・

添付情報管理 DB」に登録する仕組みとなっている。また、取得、閲覧及び保存は、医療機関等

が電カル共有の「文書情報・添付情報管理 DB」から情報を取得する仕組みとなっている。つま
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り、電カル共有は、中央（電カル共有）で管理されている情報を、医療機関等が随時参照する「集

約型」の構成を採用している点が特徴である（図 3.3-4）。 

 

図 3.3-4 集約型でのデータ保持  
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4. 考察 

4.1. 地連 NW の現状の考察 

本節では、地連 NW の継続性に関連する要因を検討する上で、収支構造の比較・考察を通じ

て「負担の偏在性」と「負担が可視化されにくい構造」を示し（4.1.1.章）、利用状況の比較・

考察により「価値の伸び」と地連 NW によっては「支え手の縮小」が同時に進行しうる状況を

示す（4.1.2.章）。さらに、共有情報と利活用度の考察から「地連 NW の価値」を示した上で（4.1.3.

章）、運営費用に係る受益者負担構造の考察として、一つの方向性（受益者間での分担＝リスク

分散）を提示する（4.1.4 章）。 

 

4.1.1. 収支構造の比較・考察 

ちょうかいネットの財務諸表を確認すると、システム関連費用は目立って計上されていない

（図 3.1-16）。これは、同ネットワークで採用されている ID-Link が、開示施設から PKG 事業

者へ利用料を直接支払うビジネスモデルを採用していることによるものである（図 4.1-1）。ま

た、人件費が計上されていないのは、事務局運営を担う担当者の人件費が地連 NW の事務負担

金等ではなく、例えば協議会以外の所属元組織等で負担されているものと推察される。このよう

に、地連 NW の運営に要するシステム運用保守費用や人件費は、協議会の財務諸表上には必ず

しも顕在化しない、「負担の不可視性」があると考えられる。 

びわ湖あさがおネットでは、ちょうかいネットと同様に、開示施設から PKG 事業者への利用

料が発生している13。これに加えて、びわ湖あさがおネットの場合には、閲覧施設から協議会へ

の支出、また協議会から地連 NW 事業者に対する支出が発生している点が特徴である（図 3.1-43、

図 4.1-1）。これらの費用は、複数のパッケージ製品を相互に接続するためのネットワークイン

 

13 なお、サルビアねっとや、うすき石仏ねっとのように、医療機関等が PKG 事業者（うすき

石仏ネットの場合はスクラッチ開発のため構築・運用保守を担うスクラッチ開発ベンダ）に対し

て直接保守費等の支払いを行うのではなく、会費や利用料等の費目で協議会に支払い、協議会が

PKG 事業者（及びスクラッチ開発ベンダ）に対して保守費用として支払うケースも存在するた

め、必ずしもすべての地連 NW で、開示施設だけが保守費用を負担しているわけではない点に

留意が必要である。 
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フラや、それらを統合的に活用するためのポータルシステムの運用保守、また複雑な運用保守を

続けていくためのコンサルティング等に起因するものである。このような追加的な費用は、地連

NW 全体としての「負担の増加」につながる要素であり、財務基盤の安定性という観点からは一

つのリスク要因になり得る。ポータルシステム等、PKG には含まれないシステム構成や機能実

装は、地連 NW の統合等の経緯によって生じた複雑な仕組みを、実運用に耐え得る形に引き戻

すための対応として導入されたものと整理できる。一方で、これらが地連 NW の利活用度を直

接的に高め、その価値を拡張する機能となっているかについては、必ずしも明確ではない。より

シンプルな構成を志向しているちょうかいネットにおいて高い利活用度が確認されている点を

踏まえると、むしろ、複雑なシステム構成や追加機能は利活用度の向上に結び付いていない可能

性が示唆される。財務面から継続性に懸念が生じている地連 NW においては、可能な限りシン

プルな構成を志向し、運営上のリスク要因を抑制していくことが望ましいと考えられる。 

 

 

図 4.1-1 ちょうかいネットとびわ湖あさがおネットの比較 

 

以上の考察から、三点の特徴が読み取れる。第一に、パッケージ製品のビジネスモデル上、GW

サーバ等の保守費用が開示施設に集中する「負担の偏在性」が生じる点である。第二に、複数の

PKG 事業者が存在する場合、地連 NW 事業者が運用上のつなぎ役を担う必要性が高まり14、運

 

14 とちまるネットでは、Human Bridge および ID-Link を利用しているものの、両者は相互

に連携させることなく、別個のシステムとして運用されている。このため、複数の PKG 事業

者が存在する場合であっても、それらをつなぐ地連 NW 事業者が必ずしも必要となるわけでは
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営主体の視点では一定の支出が発生し得る「負担の増加」が生じる点である。第三に、地連 NW

維持に要するコストの全体像を捉えにくい「負担が可視化されにくい構造」が生じている点であ

る。 

これらは、地連 NW の継続性を保つために、支出が生じるような複雑性をもたせないシンプ

ルな構造を志向しつつ、費用負担を分散させてリスクを低減し、開示施設等の費用負担も含めた

地連 NW 運営費用を総合的に分析する視点が重要であることを示唆している。またこの観点は、

現在稼働中の地連 NW を対象とした分析の視点だけでなく、これから新たに地連 NW の構築を

検討する場合においても、将来的な継続性を高めるための設計上の視点としても位置付けられ

る。 

本節ではさらに、開示施設等の保守費用も加味した地連 NW 全体の運営費用を総合的に評価

し、かつ地連 NW の「利用実態」も加味したベンチマークとして、「アクティブ延べ患者 1 人

日（アクセス 1 件）当たりの地連 NW 年間運営費用」を導入し、考察を行う。ここでいう「運

営費用」には、協議会が支出するシステム保守費に加え、開示施設側で負担している GW サー

バの保守費用や把握可能な範囲での人件費等も含めている。また「患者 1 人の情報を 1 回参照

するためにいくら必要なのか」といった、利用者も実感できるベンチマークとすることを目指し

た。 

本調査の中で財務諸表及びアクセスログ集計データが収集でき、当該指標の算出が可能であ

った、ちょうかいネット、ふじのくにねっと及びサルビアねっとを対象に算出を行った（図 4.1-2 

図 4.1-3 図 4.1-4）。なお、サルビアねっとについては、収集したアクセスログ集計データの特

性上、「アクセス 1 件当たりの地連 NW 年間運営費用」を算出している（図 4.1-4）。 

 

 

ない点に留意。（日本医師会総合政策研究機構「地域医療情報連携基盤（EHR）における異な

るシステム間の連携 ～現状と将来～」） 

地連NW年間運営費用（ランニング費用※1）

支払主体 費用項目 年間費用(円)

運用主体※2 - 補助金支出 330,952 78,040 60

事務局運営費支出 116,430

開示医療機関※3※4 日本海総合病院 システム利用料 1,200,000

本間病院 システム利用料 300,000

荘内病院 システム利用料 1,200,000

Net4U※5 システム利用料 300,000

庄内余目病院 システム利用料 1,200,000

合計 4,647,382 78,040 60
※1 脚注：システムの構築・更新費用や開示施設のGWサーバ更新費用等の一時費用は含まない。
※2

 出典：運用主体の年間費用は、ちょうかいネット提供資料をもとに算出
※3 出典：開示医療機関の年間費用は、各開示病院のホームページ上に掲載されている病床数と、ちょうかいネット提供資料をもとに算出
※4

 脚注：実態として開示医療機関から運用主体に会費支払（1開示施設あたり5,000円程度）が発生しているが、

             地連NW年間運営費用は運用主体と開示医療機関の全体としての支出を算出しているため、会費は年間費用には含めない。
※5

 脚注：Net4Uについては病床数不明のため、200床未満と仮定して年間費用を算出
※6 出典：ちょうかいネット提供資料をもとに算出（2025年1月～12月の合算値）

年間アクティブ

延べ患者数(人)
※6

アクティブ延べ患者1人日

あたり年間運営費用(円)
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図 4.1-2 アクティブ延べ患者 1 人日あたりの地連 NW 年間運営費用（ちょうかいネット） 

 

 

図 4.1-3 アクティブ延べ患者 1 人日あたりの地連 NW 年間運営費用（ふじのくにねっと） 

 

 

図 4.1-4 アクセス 1 件あたりの地連 NW 年間運営費用（サルビアねっと） 

 

ちょうかいネットは、シンプルな費用構造を採用していることから、開示施設の保守費用を加

味しても他の調査対象地連 NW と比べて運営費用を相対的に抑えられている。また、地連 NW

全体としての利活用度も高いことから、ベンチマークである「アクティブ延べ患者 1 人日当たり

<開示医療機関の月額負担が50,000円の場合の試算>

地連NW年間運営費用（ランニング費用※1）

支払主体 費用項目 年間費用(円)

運用主体※2 　IDC保守委託料 5,559,554 21,872 965

　通信費（NTT） 186,360

　賃借料（貸出用Wi-Fi） 63,468

　郵送料 121,136

　印刷費 47,560

　備品・消耗品費等 11,030

　人件費 3,111,727

開示医療機関※3※4 システム利用料(開示20施設分) 12,000,000

合計 21,100,835 21,872 965

<開示医療機関の月額負担が200,000円の場合の試算>

地連NW年間運営費用（ランニング費用※1）

支払主体 費用項目 年間費用(円)

運用主体※2 　IDC保守委託料 5,559,554 21,872 2,611

　通信費（NTT） 186,360

　賃借料（貸出用Wi-Fi） 63,468

　郵送料 121,136

　印刷費 47,560

　備品・消耗品費等 11,030

　人件費 3,111,727

開示医療機関※3※4 システム利用料(開示20施設分) 48,000,000

合計 57,100,835 21,872 2,611

※1 脚注：システムやサーバの構築・更新費用や開示医療機関のGWサーバ更新費用等の一時費用は含まない。
※2 出典：運用主体の年間費用は、ふじのくにねっと提供資料をもとに算出
※3

 出典：開示医療機関の年間費用は、富士通Japan提供資料及びふじのくにねっとHP（https://www.fujinokuni-net.jp/institution/）の

　　　　　　　「参加医療機関（令和8年3月時点）」をもとにフォーティエンス推計
※4 脚注：実態として参加医療機関から運用主体に会費支払（開示・閲覧もしくは病床数に応じた料金体系）が発生しているが、

            地連NW年間運営費用は運用主体と参加医療機関の全体としての支出を算出しているため、会費は年間費用には含めない。
※5

 出典：ふじのくにねっと提供資料をもとに算出（2024年4月～2025年3月の合算値）

年間アクティブ

延べ患者数(人)※5

年間アクティブ

延べ患者数(人)※5

アクティブ延べ患者1人日

あたり年間運営費用(円)

アクティブ延べ患者1人日

あたり年間運営費用(円)

地連NW年間運営費用（ランニング費用※1）

支払主体 費用項目 年間費用(円)

運用主体※2 販売費及び一般管理費 26,378,376 33,973 776

参加医療機関※3※4 - 0

合計 26,378,376 33,973 776
※1

 脚注：システムの構築費用等の一時費用は含まない。
※2 出典：運用主体の年間費用は、サルビアねっと提供提供をもとに算出
※3 脚注：参加医療機関の年間費用について、サルビアねっと及びサービス提供ベンダの株式会社ヘルスケアリレイションズへのヒアリングにて、

              参加医療機関からサービス提供ベンダへの恒常的な支出がないことを確認。

              ただし、参加医療機関のPC等のリプレイス費用や保守費用は各参加医療機関の負担となっている点に留意が必要。

             （上表については、当該費用を参加医療機関の年間費用に含めずに算出。）
※4

 脚注：実態として参加医療機関から運用主体に会費支払（施設種別に応じた料金設定）が発生しているが、

              地連NW年間運営費用は運用主体と参加医療機関の全体としての支出を算出しているため、会費は年間費用には含めない。
※5 出典：サルビアねっと提供資料をもとに算出

年間アクセス

件数(件)※5

アクセス1件あたり

年間運営費用(円)
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の地連 NW 年間運営費用」は 60 円／人日（患者情報を 1 日 1 回参照する際の費用感として約

60 円）となっている。これを踏まえると、ちょうかいネットは比較的安価に利用できていると

整理できる。一方で、同ベンチマークが数百円／人日、あるいは千円／人日を超える水準となる

場合、利用を躊躇する医療機関等が一定程度存在し得るものと考える。年間運営費用を抑制する、

もしくは利活用度を高めることで利用者視点での負荷の再考が求められる。 

 

4.1.2. 利用状況の比較・考察 

登録施設数や登録患者数といった従来から用いられてきた指標に加え、利用実態を反映する

アクティブ指標や、対象地域の統計情報を組み合わせた算出項目を設定することにより、人口規

模を補正した地連 NW の利活用度を評価することが可能となる。一般的には、当該指標の値が

高いほど、地連 NW が地域で利用されている傾向にあると考えられる。 

統計情報とアクティブ指標を組み合わせた評価を行った結果、最も高い値を示したちょうか

いネットでは、住民網羅率は 29.1％、人口 10 万人当たりの月間アクティブ患者数は 921 人、人

口 10 万人当たりの月間アクティブユーザ数は 236 人、月間アクティブ施設率は 41.8％となった

（図 4.1-5）。一方、ふじのくにネットでは住民網羅率 2.0％、人口 10 万人当たりの月間アクテ

ィブユーザ数は 26 人、月間アクティブ施設率は 39.0％となっている（図 3.1-24）。 

調査対象とした地連 NW 全般の傾向として、月間アクティブ施設率の値から、地連 NW に参

加していて利用している施設と、参加しているが利用していない施設が確認できる。また、利用

している施設の中でも、1 日の中で頻度高く複数患者を参照している施設もあれば、1 日あたり

1 患者にも満たない参照頻度の施設もあることがわかる（図 3.1-10、図 3.1-27、図 3.1-53）。 
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図 4.1-5 人口規模を補正した利活用度の評価（ちょうかいネット） 

 

上記指標は、ある一時点での地連 NW の利活用度を示す値である。加えて本調査では登録施

設数及び登録患者数の年次推移についても整理を行った。 

稼働を終了したとねっと及びみやこサーモンケアネットは共通して登録施設数が年々減少す

る傾向が認められた。なお、とねっとの登録患者数については、経年的に新規登録患者数も減少

していることが確認された（図 3.1-82、図 3.1-89）。現在稼働中のちょうかいネットにおいて

は、平成 29 年度、令和 3 年度に減少が見られたが、全体としては増加傾向を維持している（図 

3.1-5）。また、同じく稼働中のふじのくにねっと及びびわ湖あさがおネットにおいては、両地

連 NW とも登録患者数は安定的に増加しているものの、登録施設数については、いずれの地連

NW においても減少傾向がみられた（図 3.1-23、図 3.1-40）。 

ふじのくにねっと及びびわ湖あさがおネットの登録施設数の減少について、まず、住民網羅率

の低さ（ふじのくにねっと 2.0％、びわ湖あさがおネット 6.9％、ちょうかいネット 29.1％）や

人口 10 万人あたりの月間アクティブユーザ数の低さ（ふじのくにねっと 10、びわ湖あさがおネ

ット 39、ちょうかいネット 236）から、これら利用ニーズの相対的な低さが伺える。加えて、両

地連 NW はポータル機能や IDC 保守等の追加的機能・基盤整備を行っている地連 NW であり、

その費用は「利用料」という形で閲覧施設への転嫁も行っている。運用開始から一定期間が経過

する中で「費用はかかるが、日常業務の中で価値を十分に実感できない」と受け止められた結果

として登録施設数の減少につながっている可能性がある。 
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登録施設数の減少を抑制する観点では、運営費用を押し上げる要因の必要性や有効性を点検

し、可能な範囲で費用負荷を抑制することが一つの方向性と考えられると同時に、単に費用を下

げるだけではなく、誰のどの業務のどの場面で価値が生じるのかを明確化し、利用者が価値を実

感できる形で周知・定着を図ることもあわせて検討していくことが重要である。 

 

登録患者数の増加は、地連 NW の潜在的な活用機会の拡大につながるものであり、地連 NW

の継続的な運用において重要な要素である。しかしながら、登録患者数が増加傾向にある場合で

あっても、登録施設数が増加傾向にない場合には、地連 NW を積極的に利用している一部の参

加施設でのみ登録患者数が増加している状況であるとも考えられる。この場合、施設の広がりが

限定的となるため、中長期的な視点からは拡大傾向にあるとは言えない。 

現在も稼働中のふじのくにねっと、びわ湖あさがおネットのように潜在的な活用機会が拡大

していることを示す一方で、登録施設数の減少が続き、特に大きな費用負担を担う中核病院が脱

退してしまう場合、残る参加施設にその費用負担が集中する（「費用負担の偏在加速」）リスク

を内包している。このため、登録患者数の増加を前向きな成果として評価しつつも、その裏側で

生じ得る費用負荷の偏在や、将来的な継続困難性について、早期に把握・対応する視点が重要で

ある。 

 

上記では、登録施設が縮小傾向にある地連 NW は運営上のリスクを内包し得ることを述べた。

ただし、これは地連 NW 自体に価値がないと主張するものではなく、むしろ、地連 NW が本来

有し得る便益が、現時点では十分に発揮されていない状況にある可能性があると考える。 

その要因の一つとして、地域の医療機関等が地連 NW の価値を具体的に認識しにくいことが

挙げられる。机上調査でも、医療機関等の実務に照らして「誰の」「どの業務の」「どの場面で」

効果を発揮するのかが整理されたユースケースはあまり確認できなかった。本調査では参考資

料 1 に示したようにヒアリングを通じて補完的に把握したが、運営事務局の要員不足等による

周知・展開の限界により、価値が十分に届いていない可能性がある。 

第二の要因として、地連 NW への患者登録時に求められる患者同意取得および ID 紐づけの

手順（図 3.1-14）が煩雑であることが挙げられる。利用者が便益を享受するには、地連 NW ご

とに定められた所定の同意取得プロセスを踏む必要があり、その作業負荷が利用拡大のハード

ルになっている可能性がある。 

第三の要因として、共有されている情報の幅が十分でないことが挙げられる。地連 NW で共

有される情報は地連 NW ごとに異なるうえ、同一ネットワーク内でも開示施設ごとに公開有無
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の設定を行っている。例えば、ちょうかいネットで参照需要が高い診療録（2 号用紙）について

は、ふじのくにねっとでは開示施設 20 施設中 3 施設（うち 1 施設は一部施設にのみ開示）、び

わ湖あさがおネットでは開示施設 19 施設中 4 施設（正確には「医師記載」情報）に限られてい

る。また、とねっと及びみやこサーモンケアネットでは、当該情報が共有対象に含まれていない。

すなわち、情報共有の仕組みが存在していても、参照ニーズの高い情報が十分に共有されていな

い場合があり、こうした地連 NW には参照ニーズの高い情報を共有対象に含める・開示設定施

設を拡大する余地が残されていると考えられる。 

 

4.1.3. 共有情報と利活用度の考察 

地連 NW の価値を実務の観点から捉えるために、「どの情報が共有され」、「どのように使

われているか」を確認する。 

上述のとおり、地連 NW で共有される情報のうちどの情報を開示するかは開示施設ごとに設

定されている。例えば、ちょうかいネットでは、5 つの開示施設すべてにおいて診療録（2 号用

紙）が開示されている。また、開示されている情報の中では、診療録（2 号用紙）が最も多く参

照されており、診療録（2 号用紙）に対する参照ニーズは高い状況にあると考えられる（図 4.1-6）。 

 

 

図 4.1-6 参照頻度の高い情報（ちょうかいネットにおける機能・出力欄・内容別年間アクティブ延べ患者数） 
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ちょうかいネットは、統計情報を組み合わせた各種指標（住民網羅率、人口 10 万人あたりの

月間アクティブ患者数・月間アクティブユーザ数、月間アクティブ施設率）においても相対的に

高い値を示している。 

ちょうかいネットにおいて診療録（2 号用紙）の参照需要が高い背景を、本調査で作成したユ

ースケース（参考資料 1）に照らすと、単に診療情報を補完的に確認するという役割だけでなく、

地域医療・介護に関わる各主体が、自身の診療等を振り返り、将来の対応を準備するための中心

的情報として機能していることがわかる。そして、診療録（2 号用紙）の参照需要の高さからも、

地連 NW による便益は主に閲覧施設の利用者が享受していることがわかる。 

まず、診療所の視点に立つと、診療録（2 号用紙）は、紹介先病院における診療内容を把握す

るための情報にとどまらず、自施設における初期診療や判断がどのように評価され、どのような

診療方針につながったのかを確認するための重要な参照情報となっている。専門医の判断過程

や着眼点を把握することで、自身の診療の妥当性を検証し、次回以降の診療の質向上につなげる

ことが可能となる。このように、診療録（2 号用紙）は、診療の引継ぎを支える情報であると同

時に、地域における医療の質を底上げするフィードバックの役割を果たしている。 

また、逆紹介も想定した地域内での医療提供の文脈においては、診療録（2 号用紙）は「将来

の診療に備えるための情報」としての価値を持つ。病院での治療経過や今後のフォローアップの

方向性を事前に把握することで、患者が診療所に戻った際の診療を円滑に再開することが可能

となる。参照需要は、現在の診療行為に直接資するものに加え、将来の対応を見据えた先読み的

な利用にも広がっている。 

さらに、訪問看護ステーションや介護事業所といった医療以外の主体にとっても、診療録（2

号用紙）は重要な情報源となっている。入院や通院の有無、入院中や通院中の診療経過、ADL の

変化、退院・通院の見通しといった情報を把握することで、患者が自施設に戻ってきた際に提供

すべきサービス内容や体制を事前に検討することができる。加えて、いつ頃戻ってくるのかとい

った時間軸の見通しを得られる点は、人員配置やサービス調整を行う上で有用であり、診療録（2

号用紙）は生活支援を含めた地域ケア全体の調整ツールとしても機能している。 

このように、地連 NW における診療録（2 号用紙）の参照需要の高さは、情報の網羅性や詳細

さそのものによるものだけでなく、各施設・各職種が自らの役割を果たすために必要な「判断の

文脈」「振り返り」「将来見通し」を一体的に提供する点に起因していると考えられる。すなわ

ち、診療録（2 号用紙）は、診療の連続性を支える基盤であると同時に、地域全体で医療・介護

の質を高め、円滑な役割分担を実現するための中心的情報として位置づけられているものと考

えられる。そして、これらの便益を享受するのは主には閲覧施設の利用者である。 
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4.1.4. 地連 NW の継続性に関連する要因に関する考察 

地連 NW の継続的な運営を捉える観点では、開示施設（場合によっては行政機関）に費用負

担が集中しやすい構造は、継続性を損なう要因であると言える。そのため、費用負担が集中しや

すい構造を緩和し、受益の広がりに応じた形で運営を支えること、すなわち、受益者である閲覧

施設も含めて費用負担が分散された状態は、運営上のリスクを抑制し、継続性が高い状態のひと

つとして考えられる。 

上記に加え運用を終了した地連 NW であるとねっと、みやこサーモンケアネットからは、地

連 NW に求められる効果の明確化・精緻化の必要性を学ぶことができる。両地連 NW ともに、

地連 NW の効果を十分に説明することができず、費用負担に見合うシステムとして効果を十分

に説明することができていなかった。このことも運営を終了したひとつの要因となっている

（3.1.6.5、3.1.7.5）。 

うすき石仏ねっとでは効果を定量的に説明できるよう、令和 7 年度から外部委託を行いなが

ら、救急搬送に係る時間が短縮されているか、市民の医療費が安価になっているか等の分析を開

始している。こういった取り組みは、費用負担者の離脱リスクを低減し、地連 NW としての継

続性を高める活動に位置付けられるものと考える。 

 

4.2. 地連 NW の評価方法に係る考察 

4.2.1. 地連 NW の評価指標 

登録施設数等の従来指標に加え、アクティブ施設率等のアクティブ指標を併せて用いること

により、施設としては登録されているものの、実際には利用されていない地連 NW、すなわち利

用実態を伴わない地連 NW であるか否かを評価することが可能となる。アクティブ施設率を集

計できた地連 NW においては、その値はおおむね 20％から 50％の範囲に分布しており（図 3.1-6、

図 3.1-24、図 3.1-41）、登録施設数とアクティブ施設数との間には一定の乖離が存在すること

が確認された。 

基金の事業評価においても、多くの地連 NW でアウトプット指標又はアウトカム指標として

「登録施設数」が設定されている。しかしながら、前述のとおり、登録施設数とアクティブ施設

数の間には乖離が見られることから、登録施設数のみでは、地連 NW の実際の利用状況を十分

に把握することは難しい。 
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このため、地連 NW 自身の運営状況の評価や、補助金等拠出に係る行政機関への説明を行う

場面においては、登録施設数に加え、アクティブ施設数等の指標を組み合わせることにより、利

用実態をより的確に示すことができる点で有益であると考えられる。 

地連 NW によっては、病院及び診療所に加え、歯科、薬局、介護事業所並びに訪問看護ステ

ーション等が広く参加している状況が確認されている一方で、例えばちょうかいネットでは、登

録施設に歯科の施設も含まれているものの活用されていない状態にあるといえる（図 4.2-1）。 

 

図 4.2-1 地連 NW への参加施設種別（ちょうかいネットにおける利用状況の評価項目（施設種別による集計）） 

 

4.2.2. 業務フローによる可視化と定量的評価の見通し 

業務及び患者の流れに即して地連 NW の利点及び課題を整理することにより、実際の活用シ

ーンが明確になるとともに、利用上の課題を体系的に抽出することが可能となる。これにより、

地連 NW の普及を阻害している要因把握や、業務効率化への貢献度合いを定量的に把握するた

めの切り口を見出すことができる。 

地連 NW の価値が限定的となる場面として、例えば、訪問看護ステーションである利用者の

通院状況や診療結果を参照しようと思った場合、開示施設ではない診療所の場合は把握するこ

とができないことが挙げられる。業務フローの整理過程で「業務上使える条件が満たされている

か」も整理することで業務効率化観点での貢献度合い（どの程度地連 NW を使える場面がある

か）をより定量的に評価することが可能となる。（図 4.2-2）。 
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図 4.2-2 利用場面の現状把握と普及阻害要因の抽出 

 

4.3. 地連 NW と電子カルテ情報共有サービスの差異 

地連 NW 及び電カル共有は、いずれも少なくとも電カル共有で共有される情報を共有・参照

できるという点で共通しており、この共通項があることにより、両者は一見同様の仕組みとして

理解されやすい。しかし、共有・参照できる情報として重複しているのはあくまで一部であり、

共通項の存在のみをもって直ちに代替関係と捉えるのではなく、重複の範囲及び意味合いを切

り分けて整理する必要がある。 

4.3.1. 地連 NW の「固有部分」の整理 

地連 NW は、参照可能な情報及び施設という観点で、電カル共有とは異なる特性を有してい

る（図 4.3-1）。 

まず、参照可能な情報に着目すると、地連 NW では、電カル共有で共有可能な情報に加え、

診療録（いわゆる 2 号用紙）や画像情報等も参照できる点が特徴の一つである。また、機能の観

点においては、地連 NW には診療予約、コミュニケーション機能、疾患連携（クリニカルパス

等）といった固有の機能も実装されている。さらに「どの施設の情報を参照できるか」という参

照対象の観点に着目すると、地連 NW では、地連 NW の対象圏域内の施設であり、地連 NW に

参加かつ開示施設の情報のみ参照することができる。 
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反対に電カル共有においては、参照可能な情報は限定される一方で、対象施設は対象圏域や開

示施設/閲覧施設に限定することなく参照することができる15。 

 

図 4.3-1 各サービス上で参照可能な施設・データの範囲 

 

ここで留意すべきは、こうした差異が単なる機能の差異によるものではなく、両者の設計思想

の違いに起因する点である。地連 NW は、一定の圏域内における参加施設間の役割分担及び連

携を前提として構築されており、比較的限定された参加施設間での実務運用を通じて情報共有

を行う仕組みとなっている。この中では、情報開示施設と閲覧施設の区分を含む運用が取られ、

診療の結果だけでなく、診療録や画像情報といった経過情報をリアルタイムに参照可能とする

ことで、「診療の文脈」や「判断に至る過程」を含めた情報共有を担ってきたと整理できる。 

 

4.3.2. アクセスログ等の分析を踏まえた参照実態 

アクセスログの分析を行った結果として、地連 NW によっては電カル共有で共有する情報よ

りも地連 NW 独自の情報の参照頻度が高い状況が確認されており（図 4.3-2、図 4.3-3）、ちょ

うかいネットにおいてはプログレスノート（診察記事）、ふじのくにねっとにおいては画像情報

（いずれも電カル共有では共有されていない情報）が参照されている。電カル共有における共有

 

15 電子カルテ情報共有サービスが全国に広く普及した将来の状態を仮定している 
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情報の中では両地連 NW ともに検体検査情報が最も参照されており、重複度合いが大きい項目

16である。 

 

図 4.3-2 電カル共有で共有する情報とその他情報の年間アクティブ延べ患者数（ちょうかいネット） 

 

16 ただし、検体検査情報のうち検査項目（総蛋白（TP）、アルブミン、クレアチンキナー

ゼ（CK）等）の粒度においては差異があるため、完全重複ではない点には留意が必要である。 

機能・出力欄・内容別年間アクティブ延べ患者数（施設種別ごとの集計）※1※2※3※4

機能 出力欄 内容 病院 診療所 歯科 薬局 訪問看護施設 介護事業所 総計

カレンダー表示 ノート（記録） プログレスノート（診察記事） 10,088(41.2) 11,901(55.2) - 290(50.3) 8,053(42.3) 8,551(50.9) 38,883(47.2)

カレンダー表示 ノート（記録） プログレスノート（医師記録） 7,951(32.5) 5,068(23.5) - 219(38) 9,562(50.3) 7,302(43.5) 30,102(36.5)

カレンダー表示 ノート（記録） 簡易サマリ（患者サマリ） 6,370(26) 4,388(20.4) - 126(21.8) 2,099(11) 3,322(19.8) 16,305(19.8)

カレンダー表示 ノート（記録） 看護記録 5,178(21.2) 3,293(15.3) - 67(11.6) 3,687(19.4) 3,780(22.5) 16,005(19.4)

カレンダー表示 処方（指示） 処方指示 3,206(13.1) 2,719(12.6) - 251(43.5) 4,018(21.1) 3,080(18.3) 13,274(16.1)

カレンダー表示 検査 検体検査結果 3,468(14.2) 3,821(17.7) - 158(27.4) 2,216(11.7) 2,229(13.3) 11,892(14.4)

カレンダー表示 レポート 診療情報提供書/依頼書 5,034(20.6) 2,793(13) - 63(10.9) 856(4.5) 858(5.1) 9,604(11.7)

カレンダー表示 レポート 読影レポート 2,556(10.4) 4,017(18.6) 1(100) 39(6.8) 897(4.7) 893(5.3) 8,403(10.2)

画像・波形一覧 - 画像・波形一覧 4,712(19.3) 2,452(11.4) - 3(0.5) 325(1.7) 262(1.6) 7,754(9.4)

カレンダー表示 画像 画像依頼 2,380(9.7) 1,376(6.4) - 39(6.8) 1,011(5.3) 1,367(8.1) 6,173(7.5)

カレンダー表示 レポート 看護要約 3,232(13.2) 685(3.2) - 27(4.7) 1,185(6.2) 356(2.1) 5,485(6.7)

カレンダー表示 注射（指示） 注射指示 1,799(7.4) 673(3.1) - 61(10.6) 1,335(7) 1,244(7.4) 5,112(6.2)

カレンダー表示 レポート 返書/報告書 1,280(5.2) 1,856(8.6) - 43(7.5) 591(3.1) 487(2.9) 4,257(5.2)

カレンダー表示 レポート 退院時要約 1,465(6) 1,053(4.9) - 28(4.9) 450(2.4) 388(2.3) 3,384(4.1)

カレンダー表示 ノート（記録） 簡易サマリ(病名) 267(1.1) 209(1) - 1(0.2) 185(1) 1,641(9.8) 2,303(2.8)

カレンダー表示 ノート（記録） 簡易サマリ(アレルギー) 186(0.8) 154(0.7) - 1(0.2) 239(1.3) 1,434(8.5) 2,014(2.4)

カレンダー表示 画像 生理依頼 629(2.6) 499(2.3) - 29(5) 189(1) 536(3.2) 1,882(2.3)

カレンダー表示 検査 細菌検査結果 645(2.6) 276(1.3) - 8(1.4) 178(0.9) 108(0.6) 1,215(1.5)

サマリービュー(検査結果時系列) - サマリービュー(検査結果時系列) 188(0.8) 199(0.9) - 11(1.9) 78(0.4) 80(0.5) 556(0.7)

チャート表示 - チャート表示 115(0.5) 137(0.6) - 5(0.9) 158(0.8) 62(0.4) 477(0.6)

カレンダー表示 検査 内視鏡依頼 131(0.5) 201(0.9) - 5(0.9) 39(0.2) 87(0.5) 463(0.6)

ファイル一覧 - ファイル一覧 410(1.7) 26(0.1) - - 10(0.1) 5(0) 451(0.5)

サマリービュー(投薬歴／注射歴) - サマリービュー(投薬歴／注射歴) 124(0.5) 50(0.2) - 4(0.7) 111(0.6) 93(0.6) 382(0.5)

カレンダー表示 レポート 手術記録 114(0.5) 41(0.2) - - 35(0.2) 61(0.4) 251(0.3)

カレンダー表示 ノート（記録） コメント（記録） 150(0.6) 2(0) - - 3(0) 4(0) 159(0.2)

カレンダー表示 任意項目 食事 10(0) 4(0) - - 13(0.1) 121(0.7) 148(0.2)

カレンダー表示 ノート（連絡） コメント（連絡） 64(0.3) 1(0) - - 28(0.1) - 93(0.1)

サマリービュー(病名・アレルギー) - サマリービュー(病名・アレルギー) 11(0) 2(0) - - 5(0) 13(0.1) 31(0)

カレンダー表示 レポート その他文書 6(0) - - - 7(0) - 13(0)
※1 出典：ちょうかいネット提供資料をもとに厚生労働省作成
※2 脚注：集計対象期間は2025年1月~2025年12月
※3 脚注：水色のハイライト箇所は、電カル共有の共有情報として識別した項目
※4 脚注：()内の値は、「カレンダー表示」のアクティブ延べ患者数に対する閲覧割合を表示
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図 4.3-3 電カル共有で共有する情報とその他情報の年間アクティブ延べ患者数（ふじのくにねっと） 

 

また、参照できる情報・参照対象施設の観点以外にも、利用主体（どの施設種別/職種が情報

を参照できるか）の観点から見ると、例えばちょうかいネットでは、病院及び診療所に加え、歯

科、薬局、介護事業所及び訪問看護ステーション等が地連 NW に参加し、実際に利用されてい

る状況が確認されており（図 4.3-4）、職種としては医師に限らず、看護師や介護支援専門員（ケ

アマネジャー）等の多様な職種による利用が見られている。看護師による利用は医師と同程度に

迫る勢いで伸びを見せているほか、介護支援専門員（ケアマネジャー）についても、2013 年の

途中参加から、医師・看護師に次ぐ利用が確認されている17（図 4.3-5）。 

これらの結果を踏まえると、地連 NW 独自の情報参照、利用する施設種別・職種の幅の広さ

から、電カル共有によって直ちに代替されるものではなく、地連 NW 固有の価値が提供されて

いると考えられる。 

 

17 看護師やケアマネジャーは医師と比較して母数が多い職種であることから、利用者数が多

く確認されている場合であっても、当該職種全体における利用率が必ずしも高いとは限らな

い。このため、職種別の利用状況を評価する際には、利用者数のみならず、職種ごとの母数を

踏まえた解釈が必要である点には留意が必要 

検索種別・文書別年間アクティブ延べ患者数（施設種別ごとの集計）※1※2※3※4

検索種別 文書 開示施設※5 閲覧施設 総計

病院 診療所 薬局 介護

画像情報インデックス取得 - 6,047 (38.6) 197 (19.3) 1,423 (29.2) 0 (0.0) 59 (27.7) 7,726 (35.3)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 画像 5,749 (36.7) 277 (27.1) 1,453 (29.8) 0 (0.0) 70 (32.9) 7,549 (34.5)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 検体検査 3,864 (24.6) 550 (53.8) 1,662 (34.1) 67 (77.0) 137 (64.3) 6,280 (28.7)

検歴検査結果取得 - 3,489 (22.3) 614 (60.0) 1,582 (32.5) 69 (79.3) 124 (58.2) 5,878 (26.9)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 処方 2,607 (16.6) 390 (38.1) 1,339 (27.5) 49 (56.3) 66 (31.0) 4,451 (20.4)

画像検査一覧取得 - 3,631 (23.2) 77 (7.5) 608 (12.5) 0 (0.0) 1 (0.5) 4,317 (19.7)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 レポート 1,471 (9.4) 82 (8.0) 1,326 (27.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2,879 (13.2)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 注射 1,838 (11.7) 236 (23.1) 704 (14.5) 23 (26.4) 50 (23.5) 2,851 (13.0)

カレンダー/イベント添付データ取得 - 1,256 (8.0) 64 (6.3) 875 (18.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2,195 (10.0)

検歴一覧情報取得 - 1,356 (8.6) 186 (18.2) 350 (7.2) 23 (26.4) 9 (4.2) 1,924 (8.8)

検歴時系列情報取得 - 1,021 (6.5) 250 (24.4) 204 (4.2) 44 (50.6) 7 (3.3) 1,526 (7.0)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 入退院 988 (6.3) 141 (13.8) 318 (6.5) 18 (20.7) 7 (3.3) 1,472 (6.7)

患者メモ情報取得・更新 - 1,214 (7.7) 70 (6.8) 5 (0.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 1,289 (5.9)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 その他のメモ 1,167 (7.4) 66 (6.5) 7 (0.1) 2 (2.3) 0 (0.0) 1,242 (5.7)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 カルテ 872 (5.6) 29 (2.8) 18 (0.4) 0 (0.0) 0 (0.0) 919 (4.2)

患者メモ情報一括取得 - 523 (3.3) 38 (3.7) 76 (1.6) 29 (33.3) 0 (0.0) 666 (3.0)

病歴一覧情報取得 - 158 (1.0) 1 (0.1) 5 (0.1) 74 (85.1) 70 (32.9) 308 (1.4)

薬歴一覧取得 - 241 (1.5) 7 (0.7) 28 (0.6) 0 (0.0) 2 (0.9) 278 (1.3)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 医師のメモ 252 (1.6) 8 (0.8) 7 (0.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 267 (1.2)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 看護カルテ 218 (1.4) 18 (1.8) 1 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 237 (1.1)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 その他 81 (0.5) 2 (0.2) 10 (0.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 93 (0.4)

サマリ一覧表示情報取得 - 75 (0.5) 1 (0.1) 1 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 77 (0.4)

経過表情報取得 - 62 (0.4) 4 (0.4) 2 (0.0) 0 (0.0) 2 (0.9) 70 (0.3)

既往歴表示情報取得 - 49 (0.3) 1 (0.1) 1 (0.0) 0 (0.0) 9 (4.2) 60 (0.3)

カレンダー/イベントコンテンツ情報取得 サマリ 40 (0.3) 0 (0.0) 6 (0.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 46 (0.2)

プロファイル表示情報取得 - 1 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (0.0)
※1 出典：ふじのくにねっと提供資料をもとにフォーティエンス作成
※2 脚注：集計対象期間は2024年4月~2025年3月
※3 脚注：水色のハイライト箇所は、電カル共有の共有情報として識別した項目
※4 脚注：()内の値は、「カレンダー/イベントカルテ情報取得」のアクティブ延べ患者数に対する閲覧割合を表示
※5 脚注：「開示施設」については、受領したアクセスログ集計データから施設種別の特定が困難なため合算した値を表示
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図 4.3-4 地連 NW への参加施設種別 

 

図 4.3-5 地連 NW への参加職種 

4.3.3. 地連 NW と電カル共有の補完関係の整理 

上述のとおり地連 NW では、地連 NW に参加していない施設や閲覧のみの施設の情報は参照

できず、本来期待される情報共有のメリットを十分に享受できない状況が生じることがある一

方、電カル共有では、開示施設と閲覧施設を区分しない運用が想定されており、また、特定の対

象圏域を前提としない仕組みとして整理されている。このため、電カル共有を併用することで地

連 NW ではカバーできない範囲の施設の情報を補完することができる。 
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ちょうかいネットを例にあげると、対象圏域のうち閲覧のみの病院 9 施設（64％）、閲覧のみ

の診療所 82 施設（39％）、未参加の診療所 127 施設（61％）の電カル共有で共有する情報が新

たに閲覧可能となる（図 4.3-6）。 

 

図 4.3-6 電子カルテ情報共有サービスの併用によって補完可能な施設 

以上を踏まえると、地連 NW と電カル共有は、共有情報の一部に重複が認められるものの、

固有の情報・機能、利用主体及び参照実態を踏まえれば、単純な代替関係にあるものではない。 

両者の役割や機能に関する十分な理解をもって協議会や自治体、医療機関等が意思決定を行

っていくためには、両者の特性等を整理した上で関係者に示していくことが望ましい。 

 

4.4. 地連 NW と電子カルテ情報共有サービスの連携課題と活用

の見通し 

地連 NW と電カル共有をシステム的に連携する場合のパターンを、「ア. 電カル共有で共有す

る情報を、地連 NW から電カル共有に連携する」、「イ.医療機関が、電カル共有に蓄積された

電カル共有で共有する情報を地連 NW 経由で閲覧する」及び「ウ.地連 NW で行っている名寄せ

を電カル共有の機能で支援する」の 3 つに整理した。このうち、特に「ウ.地連 NW で行ってい

る名寄せを電カル共有の機能で支援する」を実現することで、地連 NW における紙媒体等を用

いた ID 紐づけに係る運用負荷については、課題はあるものの、オンライン資格確認基盤を活用

することにより、その一部を代替又は補完できる可能性が見出された。 

地連 NW においては、患者情報を施設横断的に共有する前提として、同意取得を伴う患者登

録と、異なる医療機関で管理されている患者情報を同一人物として正確に対応付けるための ID
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紐づけの処理が不可欠である。しかしながら、現状では、診察券番号等が記載された紙媒体を基

にした突合作業が必要となる場合が多く、これが運用上の負荷となっている（参考資料 1）。 

一方、オンライン資格確認の仕組みにおいては、マイナンバーカード等を用いることにより、

資格情報を基にして同一患者を一意に識別することができる可能性がある（図 3.2-9）。この仕

組みは、医療機関間で共通の識別子を用いた患者確認を可能とするものであり、氏名や生年月日

等の属性情報の組み合わせに依存した従来の名寄せと比較して、識別の確実性及び運用の簡素

化の観点から優位性を有しているものと考えられる。 

これらを踏まえると、地連 NW において課題とされている ID 紐づけの運用負荷については、

オンライン資格確認の仕組みを活用することにより、一定程度軽減できる可能性があると考え

られる。すなわち、オンライン資格確認により同一患者であることを確実に識別できる場面にお

いては、地連 NW における名寄せ処理の一部を代替又は補完することが可能であり、名寄せに

伴う運用負荷の軽減や誤突合リスクの低減につながる可能性が、部分的に見出されたといえる

が、技術的かつ法令的に可能かは別途検討が必要である。 

ただし、地連 NW と電カル共有をシステム連携するに当たっては、複数の課題を解決してい

く必要がある（図 3.2-11）。特に、難易度「高」と評価される課題としては、次の点が挙げられ

た。第一に、医療機関の連携サーバから地連 NW のデータセンタを経由し、電カル共有へデー

タを送信する仕組みの実現が必要となる可能性があることである。第二に、顔認証付きカードリ

ーダーと地連 NW のビューワ（ブラウザ）を連携させ、患者同意情報の送信及び情報のリクエ

ストを行う仕組みの実現が必要となる可能性があることである。第三に、地連 NW のデータセ

ンタからオンライン資格確認システムに対して患者のキー情報を照会する機能の追加が必要と

なる可能性があることである。 

これら難易度「高」の課題は、単に「システム間をつなぐ」というものではなく、「設計思想

の異なる二つの仕組みを一方に寄せて連携」する場合に現れる。すなわち、地連 NW で主流と

なっている「登録・参照の分離」や「分散型によるデータ保持」、「各参加施設の ID 紐付けに

よる同一患者の特定」といった特徴を、電カル共有の「登録・参照の一体化」や「集約型による

データ保持」、「マイナンバーによる同一患者特定」といった特徴にすべて合わせようとしたと

きに、上記課題が生じることになる。 
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5. 結論 

⚫ 地連 NW の収支構造、利用状況、共有情報の利活用実態を整理し、運営の継続性に関連

する要因に関する現状を確認した。その結果、費用負担の偏在や、財務諸表には表れにく

い負担が存在する中で、「価値の伸び」と「支え手の縮小」が同時に進行し得る構造や、

診療録等の経過情報が現場で活用されている実態が明らかとなった。これらを踏まえ、

運営費用の水準感を共有するベンチマークを用いながら、受益を開示施設に限定せずに

捉え直し、費用負担構造を整理していくことが重要である。 

⚫ 地連 NW は 対象圏域と 開示・閲覧の区分を前提に運用される場合が多いのに対し、電

子カルテ情報共有サービスは全国を対象に開示と閲覧を分離しない運用が想定される。

このため、電子カルテ情報共有サービスは地連 NW の閲覧施設や未参加施設、圏域外施

設の共有情報を一定程度補完し得る一方、健診結果など補完が及ばない情報もある。以

上より、今後は両者の特性や役割分担を整理して示すことが望ましい。 

⚫ 地連 NW と電カル共有のシステム連携実現によって、地連 NW の運用負荷となっている

ID 紐づけを解消できる可能性がある一方で、実現に当たってはデータ送信経路、同意・

リクエストの連携、オンライン資格確認へのキー照会機能追加といった高難度課題があ

り、これは地連 NW と電カル共有の「設計思想の違い」を一方に揃え込む際に顕在化す

る。 
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6. 本調査の制約・限界 

本調査の結果は、以下に述べるいくつかの限界の下で解釈される必要がある。 

主として集計上の制約に起因する限界がある。第一に、住民網羅率や人口 10 万人当たりの月

間アクティブ患者数・延べユーザ数といった人口補正指標は、分母となる住民数が対象圏域の設

定に依存するため、圏域の定義が明示されていない場合や、拡大期に圏域が変更された場合には、

指標値が実態を必ずしも適切に反映しない可能性がある。第二に、アクセスログに基づく利活用

度の把握は、ログの取得範囲に制約を受けている。本調査で用いたログは診療情報の共有機能に

関するものが中心であり、診察・検査予約、コミュニケーション機能、疾患連携機能、多職種連

携システム等、地連 NW が提供し得る機能全体の利用状況を網羅的に捉えていない。第三に、

「アクティブ延べ患者 1 人日当たりの地連 NW 年間運営費用」は運用保守費を中心に算出して

おり、構築・改修・更新に係る費用や把握困難な人的負担を十分に織り込めていない。このため、

提示される単位コストは運営費用の水準感を把握する上で有用である一方、総費用の比較や長

期投資を含む負担規模の評価としては過小推計となり得るため、直ちにそのような活用をする

ことは難しい。 

加えて、算出した単位コストが利用者にとって「高い」か「低い」か、あるいは当該費用に見

合う効果（例えば診療の効率化、事前準備の改善、再検査の回避等）が得られているかについて

はアウトカム指標の導入を要するが、本調査ではそこまでの分析に至っていない。同様に、地連

NW による患者紹介の円滑化が診療報酬算定を通じて開示施設の受益につながり得る可能性は

あるものの、当該効果経路を定量的に検証するためのデータは収集しておらず、費用負担に見合

う受益の有無を本調査では示していない。 

最後に、本調査結果はすべての地連 NW に一様に当てはまるとは限らない。地連 NW は対象

圏域の設定、開示・閲覧の運用、共有情報範囲、費用負担の構造等がネットワークごとに異なり、

観測された指標値や運用上の論点は、個別の前提条件に依存して解釈されるべきである。以上を

踏まえ、今後は圏域定義とログ定義の統一・明示、地連 NW が提供する機能全体を対象とした

利用状況の把握、ならびに業務利用割合やアウトカムを含む評価枠組みの整備が課題となる。 

 

以上 

 


